
 

 

第５回尼崎市議会定例会市長提出予定案件 

 

 

１ 議案の数及び名称 

  議案の数 

種 別 
専決処分

報 告 
予 算 条 例 その他 計 

件 数 ２ ２ １０ ６ ２０ 

 

  議案の名称 

＜専決処分報告＞ 

報告第 ３号  専決処分について（尼崎市私立大学及び私立高等学校等入学支度金

貸付金償還金請求事件） 

報告第 ４号  専決処分について（尼崎市私立大学及び私立高等学校等入学支度金

貸付金償還金請求事件） 

＜予算＞ 

議案第７７号  平成２６年度尼崎市一般会計補正予算（第１号） 

議案第７８号  平成２６年度尼崎市特別会計母子及び寡婦福祉資金貸付事業費補正

予算（第１号） 

＜条例＞ 

議案第７９号  尼崎市市税条例の一部を改正する条例について 

議案第８０号  尼崎市消防団員退職報償金支給条例の一部を改正する条例について 

議案第８１号  尼崎市火災予防条例の一部を改正する条例について 

議案第８２号  尼崎市保育の実施に関する条例を廃止する条例について 

議案第８３号  尼崎市立児童ホームの設置及び管理に関する条例について 

議案第８４号  尼崎市児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備及び運営の基準を定

める条例の一部を改正する条例について 

議案第８５号  尼崎市就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律に基づく幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、

設備及び運営の基準を定める条例について 

議案第８６号  阪神間都市計画事業築地震災復興土地区画整理事業施行規程を廃止

する条例について 
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議案第８７号  尼崎市ＪＲ塚口駅東地区地区計画の区域内における建築物等の制限

に関する条例について 

議案第８８号  尼崎市立自転車等駐車場の設置及び管理に関する条例及び尼崎市指

定管理者選定委員会条例の一部を改正する条例について 

＜その他＞ 

議案第８９号  工事請負契約について（園和小学校校舎等改築工事） 

議案第９０号  工事請負契約について（園和小学校校舎等改築工事のうち電気設備

工事） 

議案第９１号  工事請負契約について（園和小学校校舎等改築工事のうち機械設備

工事） 

議案第９２号  工事請負契約の変更について（水堂小学校南棟改築等工事） 

議案第９３号  調停及び法律上本市の義務に属する損害賠償の額の決定について 

議案第９４号  訴えの提起について（建物明渡し等請求事件） 

 

２ その他の報告 

  平成２５年度尼崎市繰越明許費に係る歳出予算の経費の繰越し 

２２事業  ４，０１９，９２４千円  

  平成２５年度尼崎市事故繰越しに係る歳出予算の経費の繰越し 

５事業    ４２６，６３８千円  

  平成２５年度尼崎市水道事業会計継続費の繰越額の使用 

１事業    ４３３，３６５千円  

  平成２５年度尼崎市水道事業会計予算の繰越額の使用 

   １事業    １７７，６９３千円  

  平成２５年度尼崎市工業用水道事業会計予算の繰越額の使用 

１事業    ２９０，５６４千円  

  平成２５年度尼崎市下水道事業会計予算の繰越額の使用 

１事業  ２，２９５，７８７千円  

  議会の指定に基づく専決処分 

・ 和解及び損害賠償の額の決定 

交通事故    ２件   ５６８，１０３円 

その他の事故  ７件 １，５０２，９２１円 

 

３ 追加提出予定案件 

＜予算＞ 

・ 平成２６年度尼崎市一般会計補正予算（第２号） 
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第５回尼崎市議会定例会 

議 案 説 明 資 料 
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（議案説明資料） 

＜平成２６年６月定例会＞ 

種 別 予算 番 号 議案第７７号 所 管 各事業所管課 

件 名 平成２６年度尼崎市一般会計補正予算（第１号） 

内       容 

１ 補正予算の規模 

（単位：千円） 

現在予算額 補正予算額 補正後予算額 

199,810,000 20,352 199,830,352 

 

２ 歳入歳出補正予算額 

（単位：千円） 

歳   入 歳   出 

款 補正予算額 款 補正予算額 

県支出金 14,407 総務費 1,445 

繰入金 1,445 商工費 7,407 

諸収入 4,500 消防費 4,500 

  教育費 7,000 

合  計 20,352 合  計 20,352 

 

３ 補正予算の内容 

  国の経済対策により兵庫県において設置されている「消費者行政活性化事業基金」

を活用し、消費者行政活性化事業を実施するほか、「ひょうご教育創造プラン」に基

づく県からの受託事業として、放課後における補充学習の拡充等を行う。費目別事業

概要は別紙のとおり。 
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別 紙 

費目別事業概要 

 

総務費 1,445千円 

  

減債基金積立金 

今回の補正予算における収支剰余を減債基金に積み立てる。 

1,445千円 

  

商工費 7,407千円 

  

消費者行政活性化事業費 

県の消費者行政活性化事業基金を活用し、地域社会における消

費者問題解決力の強化に関する事業等を行う。 

7,407千円 

  

消防費 4,500千円 

  

消防団活動事業費 

宝くじの社会貢献広報事業による助成金を活用し、消防団員の

安全確保に必要なライフジャケットを整備する。 

1,000千円 

  

消防設備整備事業費 

宝くじの社会貢献広報事業による助成金を活用し、自主防災組

織等の育成を図るため、訓練指導用資機材等を整備する。 

3,500千円 

  

教育費 7,000千円 

  

学力向上クリエイト事業費 

「ひょうご教育創造プラン」に基づく県からの受託事業とし

て、放課後における補充学習の拡充等を行う。 

7,000千円 
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（議案説明資料） 

＜平成２６年６月定例会＞ 

種 別 予算 番 号 議案第７８号 所 管 こども家庭支援課 

件 名 
平成２６年度尼崎市特別会計母子及び寡婦福祉資金貸付事業費補正予算（第１

号） 

内       容 

１ 補正予算の規模 

（単位：千円） 

現在予算額 補正予算額 補正後予算額 

31,280 4,302 35,582 

 

２ 歳入歳出補正予算額 

（単位：千円） 

歳   入 歳   出 

款 補正予算額 款 補正予算額 

繰越金 4,302 公債費 2,857 

  諸支出金 1,445 

合  計 4,302 合  計 4,302 

 

３ 補正予算の内容 

   公債費 

  ・ 市債償還金                    ２，８５７千円 

    母子及び寡婦福祉法施行令の改正に伴う特別会計の剰余金にかかる国への償

還額の変更分を支出する。 

 

   諸支出金 

  ・ 一般会計繰出金                  １，４４５千円 

母子及び寡婦福祉法施行令の改正に伴う特別会計の剰余金にかかる一般会計

への繰出額の変更分を支出する。 
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（議案説明資料） 

＜平成２６年６月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第７９号 所 管 税務管理課 

件 名 尼崎市市税条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

  地方税法の一部改正等に伴い、所要の整備を行うもの 

 

２ 主な改正内容 

   法人の市民税の法人税割に係る税率を１４．７％から１２．１％に改める。  

                         【条例第３３条の７第２項】 

   中小法人に対する法人の市民税の不均一課税について、適用要件に該当した場合

に法人税割額から控除する額を、当該法人税割額に１４．７分の２．４を乗じて計

算した額から当該法人税割額に１２．１分の２．４を乗じて計算した額に改める。 

                      【条例第３３条の７の２第１項】 

   新築住宅（中高層耐火建築住宅を含む。）に係る固定資産税の減額措置（新たに

固定資産税が課されることとなった年度から３年度分（中高層耐火建築住宅は５年

度分）に限り、居住部分の床面積１２０㎡までの固定資産税額を２分の１に減額す

る制度）の適用期限（平成２６年３月３１日まで）を、平成２８年３月３１日まで

に延長する。 

                         【条例第４９条及び第５０条】 

  小型特殊自動車で農耕作業（刈取脱穀作業を含む。）の用に供されるものについ

ては、課税免除とする。                 

                              【条例第６１条】 

   軽自動車税の税率について、四輪以上の自家用乗用車は１．５倍に、その他の区

分の車両は約１．２５倍に、原動機付自転車及び二輪車は１．５倍又は２，０００

円に改める。              

【条例第６２条】 

  浸水想定区域内の一定の地下街等の所有者等が、水防法に規定された浸水防止計

画に基づき平成２６年４月１日から平成２９年３月３１日までに取得した浸水防

止用設備の償却資産に係る固定資産税の課税標準については、５年度分その価格に

３分の２を乗じて得た額とする。 

                              【条例附則第９項】 

  平成２６年４月１日から平成２９年３月３１日までに取得した自然冷媒を利用

した一定の業務用冷凍・冷蔵機器の償却資産に係る固定資産税の課税標準について

は、３年度分その価格に４分の３を乗じて得た額とする。  【条例附則第９項】                           
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  平成２６年４月１日から平成２８年３月３１日までに、公共の危害防止のために

設置された汚水又は廃液処理施設の償却資産に係る固定資産税の課税標準につい

ては、その価格に３分の１を乗じて得た額とする。 

                              【条例附則第９項】 

  平成２６年４月１日から平成２８年３月３１日までに、公共の危害防止のために

設置された大気汚染防止法に規定する指定物質排出抑制施設及び公共の危害防止

のために設置された土壌汚染対策法に規定する特定有害物質排出抑制施設の償却

資産に係る固定資産税の課税標準については、その価格に２分の１を乗じて得た額

とする。 

【条例附則第９項】            

  耐震改修が行われた既存建築物に係る固定資産税の減額措置（耐震診断が義務付

けられ、その結果が所管行政庁に報告された家屋について、政府の補助を受けて、

平成２６年４月１日から平成２９年３月３１日までの間に耐震基準に適合させる

よう改修工事を行った場合において、申告したものに限り、改修工事が完了した年

の翌年度から２年度分、当該家屋に係る固定資産税額の２分の１に相当する金額

（２分の１に相当する金額が工事費の２．５％に相当する金額を超える場合は、２．

５％に相当する金額）を減額する制度）の適用を受けようとする者がすべき申告に

関する規定を追加する。                                     

【条例附則の追加】 

   新規検査から１３年を経過した四輪以上及び三輪の軽自動車税の税率を、四輪以 

上の自家用乗用車は約１．８倍に、その他の区分の車両は約１．５倍に改める。 

【条例附則の追加】         

  

３ 施行期日 

  公布の日。ただし、２ 及び は平成２６年１０月１日、２ 及び は平成２７年

４月１日、２ は平成２８年４月１日とする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16



 

尼崎市市税条例（第１条関係） 

改正後 現 行 

（市民税の納税義務者等） 

第１７条 １～３ 略 

４ 外国法人（法第２４条第３項に規定する外国

法人をいう。以下同じ。）に対するこの節の規

定の適用については、地方税法施行令（昭和２

５年政令第２４５号。以下「令」という。）に

規定する場所をもってその事務所又は事業所

とする。 

５ 略 

 

（所得割の課税標準） 

第１９条 １～１３ 略 

１４ 特定株式等譲渡所得金額（法第２３条第１

項第１７号に規定する特定株式等譲渡所得金

額をいう。以下この款において同じ。）に係る

所得を有する者に係る総所得金額は、当該特定

株式等譲渡所得金額に係る所得の金額を除外

して算定するものとする。 

１５ 略 

 

（税額控除） 

第２５条 １・２ 略 

３ 所得割の納税義務者が、外国の法令により課

される所得税又は県民税の所得割、利子割、配

当割及び株式等譲渡所得割若しくは市民税の

所得割に相当する税（以下この項において「外

国の所得税等」という。）を課された場合にお

いて、当該外国の所得税等の額のうち所得税法

第９５条第１項の控除限度額及び法第３７条

の３の控除の限度額で令で定めるものの合計

額を超える額があるときは、令で定めるところ

により計算した額を限度として、令で定めると

ころにより、当該超える金額（令で定める金額

に限る。）を、その者の第２２条第２項及び第

３項並びに前２項の規定を適用した場合の所

得割の額から控除する。 

（市民税の納税義務者等） 

第１７条 １～３ 略 

４ 外国法人               

           に対するこの節の規

定の適用については、地方税法施行令（昭和２

５年政令第２４５号。以下「令」という。）に

規定する場所をもってその事務所又は事業所

とする。 

５ 略 

 

（所得割の課税標準） 

第１９条 １～１３ 略 

１４ 特定株式等譲渡所得金額（法第２３条第１

項第１６号に規定する特定株式等譲渡所得金

額をいう。以下この款において同じ。）に係る

所得を有する者に係る総所得金額は、当該特定

株式等譲渡所得金額に係る所得の金額を除外

して算定するものとする。 

１５ 略 

 

（税額控除） 

第２５条 １・２ 略 

３ 所得割の納税義務者が、外国の法令により課

される所得税又は県民税の所得割、利子割、配

当割及び株式等譲渡所得割若しくは市民税の

所得割に相当する税（以下この項において「外

国の所得税等」という。）を課された場合にお

いて、当該外国の所得税等の額のうち所得税法

第９５条第１項の控除限度額及び法第３７条

の３の控除の限度額で令で定めるもの   

 を超える額があるときは、令で定めるところ

により計算した額を限度として、令で定めると

ころにより、当該超える金額（令で定める金額

に限る。）を、その者の第２２条第２項及び第

３項並びに前２項の規定を適用した場合の所

得割の額から控除する。 
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４～８ 略 

 

（法人の市民税の税率） 

第３３条の７ 略 

２ 法人税割の税率は、１００分の１２．１とす

る。 

３～６ 略 

 

（中小法人に対する不均一課税） 

第３３条の７の２ 次の各号のいずれかに該当

する者で、法人税割の課税標準となる法人税額

又は個別帰属法人税額（法第２９２条第１項第

４号の２に規定する個別帰属法人税額をいう。

以下この款において同じ。）が年４，０００，

０００円以下であるものに対する当該事業年

度（連結事業年度に該当する期間を除く。第５

項において同じ。）分又は当該連結事業年度分

の法人税割額は、前条第２項の規定を適用して

計算した法人税割額から当該法人税割額に１

２．１分の２．４を乗じて計算した額に相当す

る額を控除した金額とする。 

  ～  略 

２～５ 略 

 

（法人の市民税の申告納付） 

第３３条の８ １～４ 略 

５ 法人税法第７１条第１項（同法第７２条第１

項の規定が適用される場合に限る。）若しくは

第７４条第１項の規定によって法人税に係る

申告書を提出する義務がある法人又は同法第

８１条の２２第１項の規定によって法人税に

係る申告書を提出する義務がある法人若しく

は当該法人との間に連結完全支配関係がある

連結子法人（連結申告法人に限る。）で、当該

事業年度開始の日前９年以内に開始した事業

年度又は当該連結事業年度開始の日前９年以

内に開始した事業年度において損金の額が益

金の額を超えることとなったため、同法第８０

４～８ 略 

 

（法人の市民税の税率） 

第３３条の７ 略 

２ 法人税割の税率は、１００分の１４．７とす

る。 

３～６ 略 

 

（中小法人に対する不均一課税） 

第３３条の７の２ 次の各号のいずれかに該当

する者で、法人税割の課税標準となる法人税額

又は個別帰属法人税額（法第２９２条第１項第

４号の２に規定する個別帰属法人税額をいう。

以下この款において同じ。）が年４，０００，

０００円以下であるものに対する当該事業年

度（連結事業年度に該当する期間を除く。第５

項において同じ。）分又は当該連結事業年度分

の法人税割額は、前条第２項の規定を適用して

計算した法人税割額から当該法人税割額に１

４．７分の２．４を乗じて計算した額に相当す

る額を控除した金額とする。 

  ～  略 

２～５ 略 

 

（法人の市民税の申告納付） 

第３３条の８ １～４ 略 

５ 法人税法第７１条第１項（同法第７２条第１

項の規定が適用される場合に限る。）若しくは

第７４条第１項の規定によって法人税に係る

申告書を提出する義務がある法人又は同法第

８１条の２２第１項の規定によって法人税に

係る申告書を提出する義務がある法人若しく

は当該法人との間に連結完全支配関係がある

連結子法人（連結申告法人に限る。）で、当該

事業年度開始の日前９年以内に開始した事業

年度又は当該連結事業年度開始の日前９年以

内に開始した事業年度において損金の額が益

金の額を超えることとなったため、同法第８０
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条（同法第１４５条において準用する場合を含

む。）の規定によって法人税額の還付を受けた

ものが納付すべき当該事業年度分又は当該連

結事業年度分の法人税割の課税標準となる法

人税額又は個別帰属法人税額の算定について

は、第１項、前項、第８項又は第９項の規定に

かかわらず、これらの規定によって申告納付す

べき当該法人税額の課税標準の算定期間又は

当該連結法人税額の課税標準の算定期間に係

る法人税割の課税標準となる法人税額又は個

別帰属法人税額から、当該法人税額（当該法人

税額について租税特別措置法第４２条の５第

５項、第４２条の６第１２項、第４２条の９第

４項、第４２条の１２の３第５項、第６２条第

１項、第６２条の３第１項若しくは第８項又は

第６３条第１項の規定により加算された金額

がある場合には、令で定める額を控除した額）

又は当該個別帰属法人税額（当該個別帰属法人

税額について法第２９２条第１項第４号の４

に規定する個別帰属特別控除取戻税額等があ

る場合には、令で定める額を控除した額）を限

度として、還付を受けた法人税額を控除するも

のとする。この場合において、控除する法人税

額は、前事業年度又は前連結事業年度以前の法

人税割の課税標準とすべき法人税額又は個別

帰属法人税額について控除されなかった額に

限る。 

６～９ 略 

１０ 法の施行地に主たる事務所若しくは事業

所を有する法人又は外国法人が外国の法令に

より課される法人税若しくは地方法人税又は

県民税の法人税割及び利子割若しくは市民税

の法人税割に相当する税（以下この項において

「外国の法人税等」という。）を課された場合

において、当該外国の法人税等の額のうち法人

税法第６９条第１項の控除限度額又は同法第

８１条の１５第１項の連結控除限度個別帰属

額及び地方法人税法（平成２６年法律第１１

条（同法第１４５条において準用する場合を含

む。）の規定によって法人税額の還付を受けた

ものが納付すべき当該事業年度分又は当該連

結事業年度分の法人税割の課税標準となる法

人税額又は個別帰属法人税額の算定について

は、第１項、前項、第８項又は第９項の規定に

かかわらず、これらの規定によって申告納付す

べき当該法人税額の課税標準の算定期間又は

当該連結法人税額の課税標準の算定期間に係

る法人税割の課税標準となる法人税額又は個

別帰属法人税額から、当該法人税額（当該法人

税額について租税特別措置法第４２条の５第

５項、第４２条の６第５項 、第４２条の９第

４項、第４２条の１２の３第５項、第６２条第

１項、第６２条の３第１項若しくは第８項又は

第６３条第１項の規定により加算された金額

がある場合には、令で定める額を控除した額）

又は当該個別帰属法人税額（当該個別帰属法人

税額について法第２９２条第１項第４号の４

に規定する個別帰属特別控除取戻税額等があ

る場合には、令で定める額を控除した額）を限

度として、還付を受けた法人税額を控除するも

のとする。この場合において、控除する法人税

額は、前事業年度又は前連結事業年度以前の法

人税割の課税標準とすべき法人税額又は個別

帰属法人税額について控除されなかった額に

限る。 

６～９ 略 

１０ 法の施行地に主たる事務所若しくは事業

所を有する法人又は外国法人が外国の法令に

より課される法人税         又は

県民税の法人税割及び利子割若しくは市民税

の法人税割に相当する税（以下この項において

「外国の法人税等」という。）を課された場合

において、当該外国の法人税等の額のうち法人

税法第６９条第１項の控除限度額又は同法第

８１条の１５第１項の連結控除限度個別帰属

額及び                 
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号）第１２条第１項の控除の限度額で令で定め

るもの又は同条第２項の控除の限度額で令で

定めるもの並びに法第５３条第２４項の控除

の限度額で令で定めるものの合計額を超える

額があるときは、令で定めるところにより計算

した額を限度として、令で定めるところによ

り、当該超える金額（令で定める金額に限る。）

を第１項（予定申告法人に係るものを除く。）、

第４項又は前２項の規定により申告納付すべ

き法人税割額から控除する。 

１１～１８ 略 

 

（新築住宅に対して課する固定資産税の減額） 

第４９条 昭和３８年１月２日から平成２８年

３月３１日までの間に新築された住宅（区分所

有に係る家屋にあっては人の居住の用に供す

る専有部分のうち令で定める専有部分を有す

る家屋をいい、区分所有に係る家屋以外の家屋

にあっては人の居住の用に供する家屋のうち

令で定める家屋をいう。以下この条及び次条に

おいて同じ。）で令で定めるものに対して課す

る固定資産税については、次条又は法附則第１

５条の７第１項若しくは第２項若しくは附則

第１５条の８第１項若しくは第３項から第５

項までの規定の適用がある場合を除き、当該住

宅に対して新たに固定資産税が課されること

となった年度から３年度分の固定資産税に限

り、当該住宅に係る固定資産税額（区分所有に

係る住宅にあってはこの条の規定の適用を受

ける部分に係る税額として各区分所有者ごと

に令で定めるところにより算定した額の合算

額とし、区分所有に係る住宅以外の住宅（人の

居住の用に供する部分以外の部分を有する住

宅その他の令で定める住宅に限る。）にあって

はこの条の規定の適用を受ける部分に係る税

額として令で定めるところにより算定した額

とする。）の２分の１に相当する額を当該住宅

に係る固定資産税額から減額する。 

                    

                    

        法第５３条第２４項の控除

の限度額で令で定めるもの    を超える

額があるときは、令で定めるところにより計算

した額を限度として、令で定めるところによ

り、当該超える金額（令で定める金額に限る。）

を第１項（予定申告法人に係るものを除く。）、

第４項又は前２項の規定により申告納付すべ

き法人税割額から控除する。 

１１～１８ 略 

 

（新築住宅に対して課する固定資産税の減額） 

第４９条 昭和３８年１月２日から平成２６年

３月３１日までの間に新築された住宅（区分所

有に係る家屋にあっては人の居住の用に供す

る専有部分のうち令で定める専有部分を有す

る家屋をいい、区分所有に係る家屋以外の家屋

にあっては人の居住の用に供する家屋のうち

令で定める家屋をいう。以下この条及び次条に

おいて同じ。）で令で定めるものに対して課す

る固定資産税については、次条又は法附則第１

５条の７第１項若しくは第２項若しくは附則

第１５条の８第１項若しくは第３項から第５

項までの規定の適用がある場合を除き、当該住

宅に対して新たに固定資産税が課されること

となった年度から３年度分の固定資産税に限

り、当該住宅に係る固定資産税額（区分所有に

係る住宅にあってはこの条の規定の適用を受

ける部分に係る税額として各区分所有者ごと

に令で定めるところにより算定した額の合算

額とし、区分所有に係る住宅以外の住宅（人の

居住の用に供する部分以外の部分を有する住

宅その他の令で定める住宅に限る。）にあって

はこの条の規定の適用を受ける部分に係る税

額として令で定めるところにより算定した額

とする。）の２分の１に相当する額を当該住宅

に係る固定資産税額から減額する。 
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（新築中高層耐火建築住宅に対して課する固定

資産税の減額） 

第５０条 昭和３９年１月２日から平成２８年

３月３１日までの間に新築された中高層耐火

建築物（主要構造部を耐火構造とした建築物又

は建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第

２条第９号の３イ若しくはロのいずれかに該

当する建築物で、地上階数（令で定めるところ

により計算した地上階数をいう。）３以上を有

するものをいう。）である住宅で令で定めるも

のに対して課する固定資産税については、法附

則第１５条の７第１項若しくは第２項又は附

則第１５条の８第１項若しくは第３項から第

５項までの規定の適用がある場合を除き、当該

住宅に対して新たに固定資産税が課されるこ

ととなった年度から５年度分の固定資産税に

限り、当該住宅に係る固定資産税額（区分所有

に係る住宅にあってはこの条の規定の適用を

受ける部分に係る税額として各区分所有者ご

とに令で定めるところにより算定した額の合

算額とし、区分所有に係る住宅以外の住宅（人

の居住の用に供する部分以外の部分を有する

住宅その他の令で定める住宅に限る。）にあっ

てはこの条の規定の適用を受ける部分に係る

税額として令で定めるところにより算定した

額とする。）の２分の１に相当する額を当該住

宅に係る固定資産税額から減額する。 

 

（軽自動車税の納税義務者等） 

第６０条 軽自動車税は、原動機付自転車、軽自

動車、小型特殊自動車及び２輪の小型自動車

（以下この節において「 軽自動車等」とい

う｡）に対し、その所有者（法第４４２条の２

第２項の規定により所有者とみなされる者を

含む。第６９条の２第５項を除き、以下この節

において同じ｡）に課する。 

２ 軽自動車等の所有者が法第４４３条第１項

の規定によって軽自動車税を課することがで

（新築中高層耐火建築住宅に対して課する固定

資産税の減額） 

第５０条 昭和３９年１月２日から平成２６年

３月３１日までの間に新築された中高層耐火

建築物（主要構造部を耐火構造とした建築物又

は建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第

２条第９号の３イ若しくはロのいずれかに該

当する建築物で、地上階数（令で定めるところ

により計算した地上階数をいう。）３以上を有

するものをいう。）である住宅で令で定めるも

のに対して課する固定資産税については、法附

則第１５条の７第１項若しくは第２項又は附

則第１５条の８第１項若しくは第３項から第

５項までの規定の適用がある場合を除き、当該

住宅に対して新たに固定資産税が課されるこ

ととなった年度から５年度分の固定資産税に

限り、当該住宅に係る固定資産税額（区分所有

に係る住宅にあってはこの条の規定の適用を

受ける部分に係る税額として各区分所有者ご

とに令で定めるところにより算定した額の合

算額とし、区分所有に係る住宅以外の住宅（人

の居住の用に供する部分以外の部分を有する

住宅その他の令で定める住宅に限る。）にあっ

てはこの条の規定の適用を受ける部分に係る

税額として令で定めるところにより算定した

額とする。）の２分の１に相当する額を当該住

宅に係る固定資産税額から減額する。 

 

（軽自動車税の納税義務者等） 

第６０条 軽自動車税は、原動機付自転車、軽自

動車、小型特殊自動車及び２輪の小型自動車

（以下軽自動車税について「軽自動車等」とい

う｡）に対し、その所有者（法第４４２条の２

第２項の規定により所有者とみなされる者を

含む。以下軽自動車税について同じ     

     ｡）に課する。 

２ 軽自動車等の所有者が法第４４３条第１項

の規定によって軽自動車税を課することがで
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きない者であるときは、前項の規定にかかわら

ず、軽自動車税は、その使用者に課する。ただ

し、当該軽自動車等が公用又は公共の用に供す

るものであると市長が認める場合は、この限り

でない。 

 

（軽自動車税の課税免除） 

第６１条 軽自動車等のうち、商品（規則で定め

るものに限る。第６９条の２第１項において同

じ。）であるもの及び小型特殊自動車で農耕作

業（刈取脱穀作業を含む。）の用に供されるも

の（以下「農耕作業用自動車」という。）に対

しては、軽自動車税を課さない。 

 

（軽自動車税の税率） 

第６２条 軽自動車税の税率は、次の各号に掲げ

る軽自動車等の区分に応じ、１台につき、  

   当該各号に定める額とする。 

   原動機付自転車 

  ア 総排気量が０．０５リットル以下のもの

又は定格出力が０．６キロワット以下のも

の（エに掲げるものを除く。） 年額 ２，

０００円 

  イ ２輪のもので、総排気量が０．０５リッ

トルを超え、０．０９リットル以下のもの

又は定格出力が０．６キロワットを超え、

０．８キロワット以下のもの 年額 ２，

０００円 

  ウ ２輪のもので、総排気量が０．０９リッ

トルを超えるもの又は定格出力が０．８キ

ロワットを超えるもの 年額 ２，４００

円 

  エ ３輪以上のもの（省令で定めるものを除

く。）で、総排気量が０．０２リットルを

超えるもの又は定格出力が０．２５キロワ

ットを超えるもの 年額 ３，７００円 

   軽自動車 

  ア ２輪のもの（側車付のものを含む。） 

きない者である場合においては      

        、その使用者に課する。ただ

し、        公用又は公共の用に供す

ると認めるものについて    は、この限り

でない。 

 

（軽自動車税の課税免除） 

第６１条 軽自動車等のうち商品であって使用

しないもの               

                    

                    

                  に対

しては、軽自動車税を課さない。       

 

（軽自動車税の税率） 

第６２条 軽自動車税の税率は、次の各号に掲げ

る軽自動車等に対し   、１台について、そ

れぞれ当該各号に定める額とする。 

   原動機付自転車 

  ア 総排気量が０．０５リットル以下のもの

又は定格出力が０．６キロワット以下のも

の（エに掲げるものを除く。） 年額 １，

０００円 

  イ ２輪のもので、総排気量が０．０５リッ

トルを超え、０．０９リットル以下のもの

又は定格出力が０．６キロワットを超え、

０．８キロワット以下のもの 年額 １，

２００円 

  ウ ２輪のもので、総排気量が０．０９リッ

トルを超えるもの又は定格出力が０．８キ

ロワットを超えるもの 年額 １，６００

円 

  エ ３輪以上のもの（省令で定めるものを除

く。）で、総排気量が０．０２リットルを

超えるもの又は定格出力が０．２５キロワ

ットを超えるもの 年額 ２，５００円 

   軽自動車 

  ア ２輪のもの（側車付のものを含む。） 
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年額 ３，６００円 

  イ ３輪のもの 年額 ３，９００円 

  ウ ４輪以上のもの 

   乗用のもの 

    営業用 年額 ６，９００円 

    自家用 年額 １０，８００円 

   貨物用のもの 

    営業用 年額 ３，８００円 

    自家用 年額 ５，０００円 

   小型特殊自動車 年額 ５，９００円 

                     

            

                     

  ２輪の小型自動車 年額 ６，０００円 

 

（軽自動車税に関する申告   ） 

第６７条 軽自動車税の納税義務者である軽自

動車等の所有者又は使用者（以下この節におい

て「軽自動車等の所有者等」という｡）は、当

該軽自動車等の所有者等となった日から１５

日以内に、省令で定める申告書その他市長が必

要と認める書類を市長に提出しなければなら

ない。申告書に記載された事項に異動を生じた

場合においても   、同様とする。 

 

（軽自動車税に係る不申告に関する過料） 

第６８条 軽自動車等の所有者等が正当な理由

なく前条の規定による申告を行わなかったと

きは、当該軽自動車等の所有者等      

       に対し、１００，０００円以下

の過料を科する。 

２ 略 

 

（軽自動車税の減免） 

第６９条 市長は、次のいずれかに該当する場合

において、必要があると認めるときは、軽自動

車税を減免することができる。ただし、第２号

に該当する場合においては、１台分に限るもの

年額 ２，４００円 

  イ ３輪のもの 年額 ３，１００円 

  ウ ４輪以上のもの 

   乗用のもの 

    営業用 年額 ５，５００円 

    自家用 年額 ７，２００円 

   貨物用のもの 

    営業用 年額 ３，０００円 

    自家用 年額 ４，０００円 

   小型特殊自動車           

  ア 農耕作業用（刈取脱穀作業用を含む。）

年額 １，６００円 

  イ その他作業用 年額 ４，７００円 

   ２輪の小型自動車 年額 ４，０００円 

 

（軽自動車税に関する申告の義務） 

第６７条 軽自動車税の納税義務者である軽自

動車等の所有者又は使用者（以下本節において

「軽自動車等の所有者等」という｡）は、当該

軽自動車等の所有者等となった日から１５日

以内に、省令で定める申告書その他市長が必要

と認める書類を市長に提出しなければならな

い。申告書に記載された事項に異動を生じた場

合においても、また、同様とする。 

 

（軽自動車税に係る不申告に関する過料） 

第６８条 軽自動車等の所有者等が      

  前条の規定によって提出すべき申告書を

正当な理由がなくて提出しなかった場合にお

いては、その者に対し、１００，０００円以下

の過料を科する。 

２ 略 

 

（軽自動車税の減免） 

第６９条     次のいずれかに該当し、市長

において 必要があると認めるときは、軽自動

車税を減免する      。ただし、第２号

に該当する場合においては、１台に限る   
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とする。 

  公益のため直接その目的で軽自動車等を

使用するとき。 

  身体障害者が軽自動車等を所有し、これを

自ら使用するとき。 

２ 前項各号に掲げるもののほか、市長が   

特に必要があると認めるときは、軽自動車税を

減免することができる。 

３ 前２項の規定による       減免を

受けようとする者は、納期限までに、その軽自

動車等について減免を受けようとする年度及

び税額並びに次の各号に掲げる事項を記載し

た申請書に減免を必要とする事由を証明する

書類を添えて市長に提出しなければ ならな

い。 

  住所及び氏名（法人にあっては、主たる事

務所の所在地及び名称） 

 ～  略 

  その他市長が   必要と認める事項 

４ 第１項及び第２項の規定による     

  減免を受けた者は、その事由が消滅した場

合においては、直ちに、その旨を市長に申告し

なければならない。 

 

（原動機付自転車等に係る標識の交付等） 

第６９条の２ 主たる定置場が本市内に存する

原動機付自転車又は小型特殊自動車（農耕作業

用自動車を除く。）（商品であるものを除く。

以下この項、次項及び第４項において「原動機

付自転車等」という｡）の所有者又は使用者（当

該原動機付自転車等に係る軽自動車税の納税

義務者であるものに限る。）（同項において「所

有者等」という。）は、規則で定めるところに

より、市長からその車体に取り付けるべき標識

の交付を受けなければならない。 

２ 前項の規定により標識の交付を受けた者は、

第４項の規定により当該標識を市長に返還す

るまでの間、当該交付に係る原動機付自転車等

   。 

  公益のため直接その目的に専用する軽自

動車等     

  身体障害者が所有し、かつ、専用する軽自

動車等       

２ 前項各号に掲げるもののほか、市長において

特に必要があると認めるときは、軽自動車税を

減免することができる。 

３ 前２項の規定によって軽自動車税の減免を

受けようとする者は、納期限までに、当該軽自

動車等について減免を受けようとする年度及

び税額並びに次の各号に掲げる事項を記載し

た申請書に減免を必要とする事由を証明する

書類を添えて、市長に申請しなければならな

い。 

  住所及び氏名又は名称        

             

 ～  略 

  その他市長において必要と認める事項 

４ 第１項及び第２項の規定によって軽自動車

税の減免を受けた者は、その事由が消滅した場

合においては、直ちにその旨を市長に申告しな

ければならない。 

 

（軽自動車等の標識の交付等） 

第６９条の２ 原動機付自転車又は小型特殊自

動車（以下本条において「原動機付自転車等」

という｡）に対して課せられる軽自動車等の所

有者等となった者は、第６７条の申告書を提出

する際、当該原動機付自転車又は当該小型特殊

自動車（以下本条において「当該原動機付自転

車等」という｡）を呈示して、その車体に取り

付けるべき標識の交付を受けなければならな

い。                   

                

２ 法第４４３条第１項に規定する者の所有す

る原動機付自転車等で公用又は公共の用に供

するものに対しては、所有者の申請によって、
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の車体の見やすい場所に当該標識を常に取り

付けていなければならない。 

３ 第１項の規定により標識の交付を受けた者

は、当該標識を譲渡し、若しくは貸し付け、又

は不正に使用してはならない。       

                    

           

４ 第１項の規定により標識の交付を受けた者

は、当該交付に係る原動機付自転車等の所有者

等でなくなったとき又は当該原動機付自転車

等の主たる定置場が本市内に存しなくなった

ときは、規則で定めるところにより、当該標識

を市長に返還しなければならない。 

５ 農耕作業用自動車（主たる定置場が本市内に

存するものに限る。以下同じ。）の所有者（当

該農耕作業用自動車を業として販売するため

に所有している者を除く。）は、規則で定める

ところにより、市長からその車体に取り付ける

べき標識の交付を受けなければならない。   

６ 第２項から第４項までの規定は、前項の規定

により標識の交付を受けた者について準用す

る。この場合において、第２項中「第４項」と

あるのは「第６項において読み替えて準用する

第４項」と、「原動機付自転車等」とあるのは

「農耕作業用自動車」と、第４項中「原動機付

自転車等の所有者等」とあるのは「農耕作業用

自動車の所有者」と、「原動機付自転車等の主

たる」とあるのは「農耕作業用自動車の主たる」

と読み替えるものとする。 

７ 本市内において原動機付自転車又は小型特

殊自動車（以下この項において「原動機付自転

車等」という。）の販売を業とする者は、その

扱う商品である原動機付自転車等に試乗し、又

は第三者に試乗させようとするときは、規則で

定めるところにより、市長からその車体に取り

付けるべき試乗標識の交付を受けなければな

らない。 

８ 第２項から第４項までの規定は、前項の規定

その車体に取り付けるべき免税標識を交付す

る。            

３ 第１項又は第２項の規定により交付を受け

た標識は、次項の規定により返納するまでの間

は、市長の指示に従い、これを当該原動機付自

転車等の車体の見易い箇所に常に取り付けて

いなければならない。 

４ 第１項の標識の交付を受けた後において、当

該原動機付自転車等に係る軽自動車等の所有

者等でなくなった者は、第６７条の申告書を提

出する際、当該申告書に添えて、その標識を返

納しなければならない。          

               

５ 第２項の標識の交付を受けた者は、当該原動

機付自転車等の主たる定置場が市内に所在し

ないこととなったとき又は当該原動機付自転

車等に対して軽自動車税が課されることとな

ったときは、その事由が発生した日から１５日

以内に、その標識を返納しなければならない。 

６ 第１項又は第２項の標識の交付を受けた者

は、その標識をき損し、若しくは亡失し、又は

ま滅したときは、直ちに届け出て、その再交付

を受けなければならない。         

                    

                    

                    

                    

                    

             

７ 前項の規定により標識を再交付する場合に

おいては、弁償金として規則で定める額を徴収

する。                  

                    

                    

                    

                    

     

８ 第１項、第２項又は次項の標識は、これを譲
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により試乗標識の交付を受けた者について準

用する。この場合において、第２項中「第４項」

とあるのは「第８項において読み替えて準用す

る第４項」と、「当該標識」とあるのは「当該

試乗標識」と、第３項中「当該標識」とあるの

は「当該試乗標識」と、第４項中「当該交付に

係る原動機付自転車等の所有者等でなくなっ

たとき又は当該原動機付自転車等の主たる定

置場が本市内に存しなくなった」とあるのは

「本市内において原動機付自転車等の販売を

業として行わなくなった」と、「当該標識」と

あるのは「当該試乗標識」と読み替えるものと

する。                  

                     

                     

                     

                 

                     

                     

     

                     

                     

             

                     

                     

                     

                     

                     

                     

     

 

（事業所税の申告納付） 

第１０２条 事業所等において次に掲げる者が

行う事業に対して課する事業所税の納税義務

者は、次に掲げる者の区分に応じ、当該号に定

める期限までに、各課税標準の算定期間に係る

事業所税の課税標準額及び税額その他必要な

事項を記載した申告書を市長に提出するとと

渡し、貸し付け、又は不正使用してはならない。

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

    

９ 原動機付自転車等の販売業者は、商品である

原動機付自転車等を試乗し、又は試乗させる場

合においては、当該原動機付自転車等に試乗標

識を取り付けなければならない。 

１０ 前項の標識を交付又は再交付する場合に

おいては、弁償金として規則で定める額を徴収

する。 

１１ 第９項の標識の交付を受けた者が、市内で

営業しなくなったときは、直ちにその標識を返

納しなければならない。 

１２ 軽自動車及び２輪の小型自動車に対する

軽自動車税の賦課に関し市長において必要が

あると認めるときは、軽自動車又は２輪の小型

自動車に標識を取り付けさせることができる

ものとし、これら標識を取り付けさせる場合に

おいては、第１項から第８項までの規定を準用

する。 

 

（事業所税の申告納付） 

第１０２条 事業所等において次に掲げる者が

行う事業に対して課する事業所税の納税義務

者は             、当該号に定

める期限までに、各課税標準の算定期間に係る

事業所税の課税標準額及び税額その他必要な

事項を記載した申告書を市長に提出するとと
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もに、その申告した税額を納付しなければなら

ない。 

  法人 各事業年度終了の日から２月以内

（外国法人が第９７条の２第１項に

規定する納税管理人を定めないで法

の施行地に事業所等を有しないこと

となる場合（同条第２項に規定する認

定を受けた場合を除く。）には、当該

事業年度終了の日から２月を経過し

た日の前日又は当該事業所等を有し

ないこととなる日のいずれか早い日

まで） 

  略 

２・３ 略 

 

附則 

１～６ 略 

（太陽光発電設備に対する固定資産税の課税免

除） 

７ 法附則第１５条第３１項の規定の適用を受

ける償却資産（太陽光を電気に変換する設備及

びその付属設備で、平成２５年４月１日から同

項に規定する取得の期間の末日までに新たに

取得され、かつ、規則で定める要件を備えるも

のに限る。以下この項において「適用償却資産」

という。）に対しては、当該適用償却資産に対

して固定資産税を課するとしたならば新たに

課されることとなる年度から３年度分に限り、

固定資産税を課さない。 

８ 略 

（固定資産税等の課税標準の特例） 

９ 次の各号に掲げる規定の条例で定める割合

は、当該各号に定める割合とする。 

   法附則第１５条第２項第１号 ３分の１ 

  法附則第１５条第２項第２号 ２分の１ 

  法附則第１５条第２項第３号 ２分の１ 

  法附則第１５条第２項第６号 ４分の３ 

  法附則第１５条第８項 ３分の２ 

もに、その申告した税額を納付しなければなら

ない。 

  法人 各事業年度終了の日から２月以内

                

                

                

                

                

                

                

                

   

  略 

２・３ 略 

 

附則 

１～６ 略 

（太陽光発電設備に対する固定資産税の課税免

除） 

７ 法附則第１５条第３４項の規定の適用を受

ける償却資産（太陽光を電気に変換する設備及

びその付属設備で、平成２５年４月１日から同

項に規定する取得の期間の末日までに新たに

取得され、かつ、規則で定める要件を備えるも

のに限る。以下この項において「適用償却資産」

という。）に対しては、当該適用償却資産に対

して固定資産税を課するとしたならば新たに

課されることとなる年度から３年度分に限り、

固定資産税を課さない。 

８ 略 

（固定資産税の課税標準等の特例） 

９ 法附則第１５条第２項第６号の条例で定め

る割合は、４分の３とし、同条第９項及び第３

７項の条例で定める割合は、３分の２とする。
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  法附則第１５条第３４項 ３分の２ 

  法附則第１５条第３７項 ３分の２ 

  法附則第１５条第３８項 ４分の３ 

１０～４１ 略 

（耐震基準適合住宅に対する固定資産税の減額

の規定の適用を受けようとする者がすべき申告） 

４２ 法附則第１５条の９第１項に規定する耐

震基準適合住宅について、同項の規定の適用を

受けようとする者は、当該耐震基準適合住宅に

係る耐震改修（同項に規定する耐震改修をい

う。以下この項及び附則第４４項において同

じ。）が完了した日から３月以内に、次の各号

に掲げる事項を記載した申告書に当該耐震改

修に要した費用を証する書類及び当該耐震改

修後の家屋が耐震基準（法附則第１５条の９第

１項に規定する耐震基準をいう。附則第４４項

において同じ。）に適合することを証する書類

を添えて市長に提出しなければならない。 

 ～  略 

４３ 略 

（耐震基準適合家屋に対する固定資産税の減額

の規定の適用を受けようとする者がすべき申告） 

４４ 法附則第１５条の１０第１項に規定する

耐震基準適合家屋について、同項の規定の適用

を受けようとする者は、当該耐震基準適合家屋

に係る耐震改修が完了した日から３月以内に、

次の各号に掲げる事項を記載した申告書に当

該耐震改修に要した費用を証する書類及び当

該耐震改修後の家屋が耐震基準に適合するこ

とを証する書類を添えて市長に提出しなけれ

ばならない。 

   納税義務者の住所及び氏名（法人にあって

は、主たる事務所の所在地及び名称） 

   家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床

面積 

   家屋の建築年月日及び登記年月日 

   耐震改修が完了した年月日 

   耐震改修に要した費用で省令附則第７条

                    

                    

                     

１０～４１ 略 

（耐震基準適合住宅に対する固定資産税の減額

の規定の適用を受けようとする者がすべき申告） 

４２ 法附則第１５条の９第１項に規定する耐

震基準適合住宅について、同項の規定の適用を

受けようとする者は、当該耐震基準適合住宅に

係る耐震改修              

                    

   が完了した日から３月以内に、次の各号

に掲げる事項を記載した申告書に当該耐震改

修に要した費用を証する書類及び当該耐震改

修後の家屋が令附則第１２条第２４項に規定

する基準を満たす            

              ことを証する

書類を添えて市長に提出しなければならない。 

 ～  略 

４３ 略 
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第１１項に規定する補助の算定の基礎とな

ったもの 

４５ 前項の規定にかかわらず、法附則第１５条

の１０第１項の規定の適用を受けようとする

者は、前項に規定する期間の経過後に同項の申

告書を提出しようとする場合は、同項各号に掲

げる事項のほか、当該期間内に申告書を提出す

ことができなかった理由を当該申告書に記載

しなければならない。 

４６ 略 

４７ 略 

４８ 附則第４６項の規定にかかわらず、同項の

規定により申告書に添えるものとされている

書類については、市長は、当該書類により証明

すべき事実を公簿等によって確認することが

できるときは、申告書への添付を省略させるこ

とができる。 

４９ 略 

５０ 略 

５１ 附則第４９項の規定にかかわらず、同項の

規定により申告書に添えるものとされている

書類については、市長は、当該書類により証明

すべき事実を公簿等によって確認することが

できるときは、申告書への添付を省略させるこ

とができる。 

５２ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４４ 略 

４５ 略 

４６ 附則第４４項の規定にかかわらず、同項の

規定により申告書に添えるものとされている

書類については、市長は、当該書類により証明

すべき事実を公簿等によって確認することが

できるときは、申告書への添付を省略させるこ

とができる。 

４７ 略 

４８ 略 

４９ 附則第４７項の規定にかかわらず、同項の

規定により申告書に添えるものとされている

書類については、市長は、当該書類により証明

すべき事実を公簿等によって確認することが

できるときは、申告書への添付を省略させるこ

とができる。 

５０ 略 
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尼崎市市税条例（第２条関係） 

改正後 現 行 

（市民税の納税義務者等） 

第１７条 １～３ 略 

４ 外国法人（法２９２条第１項第３号ロに規定

する外国法人をいう。以下同じ。）に対するこ

の節の規定の適用については、恒久的施設（法

人税法第２条第１２号の１８に規定する恒久

的施設をいう。）をもってその事務所又は事業

所とする。 

５ 略 

 

（所得割の課税標準） 

第１９条 略 

２ 前項の総所得金額、退職所得金額又は山林所

得金額は、法又は地方税法施行令（昭和２５年

政令第２４５号。以下「令」という。）に特別

の定めがある場合を除くほか、それぞれ所得税

法（昭和４０年法律第３３号）その他の所得税

に関する法令の規定による所得税法第２２条

第２項又は第３項の総所得金額、退職所得金額

又は山林所得金額の計算の例によって算定す

るものとする。 

３～１０ 略 

１１ 前年分の所得税につき納税義務を負わな

い所得割の納税義務者について、前年中の所得

税法第５７条の２第２項に規定する特定支出

の額の合計額が同法第２８条第２項に規定す

る給与所得控除額の２分の１に相当する金額

を超える場合には、この項の規定の適用を受け

る旨及び当該特定支出の額の合計額を記載し

た第２６条第１項の規定による申告書が、当該

特定支出に関する明細書その他の地方税法施

行規則（昭和２９年総理府令第２３号。以下「省

令」という。）で定める必要な書類を添付して

提出されているときに限り、同法第５７条の２

第１項の規定の例により、当該納税義務者の給

与所得の計算上当該超える部分の金額を控除

（市民税の納税義務者等） 

第１７条 １～３ 略 

４ 外国法人（法第２４条第３項に規定する外国

法人をいう。以下同じ。）に対するこの節の規

定の適用については、地方税法施行令（昭和２

５年政令第２４５号。以下「令」という。）に

規定する場所 をもってその事務所又は事業

所とする。 

５ 略 

 

（所得割の課税標準） 

第１９条 略 

２ 前項の総所得金額、退職所得金額又は山林所

得金額は、法又は令            

                 に特別

の定めがある場合を除くほか、それぞれ所得税

法（昭和４０年法律第３３号）その他の所得税

に関する法令の規定による所得税法第２２条

第２項又は第３項の総所得金額、退職所得金額

又は山林所得金額の計算の例によって算定す

るものとする。 

３～１０ 略 

１１ 前年分の所得税につき納税義務を負わな

い所得割の納税義務者について、前年中の所得

税法第５７条の２第２項に規定する特定支出

の額の合計額が次に掲げる区分に応じ当該号

に定める              金額

を超える場合には、この項の規定の適用を受け

る旨及び当該特定支出の額の合計額を記載し

た第２６条第１項の規定による申告書が、当該

特定支出に関する明細書その他の地方税法施

行規則（昭和２９年総理府令第２３号。以下「省

令」という。）で定める必要な書類を添付して

提出されているときに限り、同法第５７条の２

第１項の規定の例により、当該納税義務者の給

与所得の計算上当該超える部分の金額を控除
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する。 

                     

                   

                   

                   

                

                     

                   

    

１２～１５ 略 

 

（税額控除） 

第２５条 １・２ 略 

３ 所得割の納税義務者が、外国の法令により課

される所得税又は県民税の所得割、利子割、配

当割及び株式等譲渡所得割若しくは市民税の

所得割に相当する税（所得税法第２条第１項第

５号に規定する非居住者であった期間を有す

る者の当該期間内に生じた所得につき課され

るものにあっては、同法第１６１条第１項第１

号に掲げる国内源泉所得につき外国の法令に

より課されるものに限る。以下この項において

「外国の所得税等」という。）を課された場合

において、当該外国の所得税等の額のうち所得

税法第９５条第１項の控除限度額及び同法第

１６５条の６第１項の控除限度額並びに法第

３７条の３の控除の限度額で令で定めるもの

の合計額を超える額があるときは、令で定める

ところにより計算した額を限度として、令で定

めるところにより、当該超える金額（令で定め

る金額に限る。）を、その者の第２２条第２項

及び第３項並びに前２項の規定を適用した場

合の所得割の額から控除する。 

４～８ 略 

 

（法人の市民税の税率） 

第３３条の７ １～４ 略 

５ 第１項の場合において、第３項第１号から第

する。 

   前年中の所得税法第２８条第１項に規定

する給与等（次号において「給与等」という。）

の収入金額が１５，０００，０００円以下で

ある場合 同条第２項に規定する給与所得

控除額の２分の１に相当する金額 

   前年中の給与等の収入金額が１５，００

０，０００円を超える場合 １，２５０，０

００円 

１２～１５ 略 

 

（税額控除） 

第２５条 １・２ 略 

３ 所得割の納税義務者が、外国の法令により課

される所得税又は県民税の所得割、利子割、配

当割及び株式等譲渡所得割若しくは市民税の

所得割に相当する税（           

                    

                    

                    

                    

           以下この項において

「外国の所得税等」という。）を課された場合

において、当該外国の所得税等の額のうち所得

税法第９５条第１項の控除限度額及び   

                  法第

３７条の３の控除の限度額で令で定めるもの

の合計額を超える額があるときは、令で定める

ところにより計算した額を限度として、令で定

めるところにより、当該超える金額（令で定め

る金額に限る。）を、その者の第２２条第２項

及び第３項並びに前２項の規定を適用した場

合の所得割の額から控除する。 

４～８ 略 

 

（法人の市民税の税率） 

第３３条の７ １～４ 略 

５ 第１項の場合において、第３項第１号から第
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３号までに掲げる法人の資本金等の額又は従

業者数の合計数は、それぞれこれらの号に定め

る日（同項第１号に掲げる法人で第３３条の８

第１項の法人税法第７１条第１項（同法第７２

条第１項の規定が適用される場合を除く。）又

は第１４４条の３第１項（同法第１４４条の４

第１項の規定が適用される場合を除く。）に規

定する申告書を提出する義務があるもの及び

第３項第２号に掲げる法人にあっては、当該法

人の資本金等の額については、令で定める日）

現在における資本金等の額又は従業者数の合

計数による。 

６ 略 

 

（中小法人に対する不均一課税） 

第３３条の７の２ １～４ 略 

５ 法人税法第７１条第１項（同法第７２条第１

項の規定が適用される場合を含む。以下この款

において同じ。）又は第１４４条の３第１項（同

法第１４４条の４第１項の規定が適用される

場合を含む。以下この款において同じ。）の規

定によって法人税に係る申告書を提出する義

務がある法人又は次条第２項の規定によって

申告納付すべき法人に対して第１項の規定を

適用する場合における法人税額又は個別帰属

法人税額は、当該事業年度又は当該連結事業年

度開始の日から６月を経過した日の前日まで

に前事業年度又は前連結事業年度の法人税割

として納付した税額及び納付すべきことが確

定した税額の合計額の課税標準となる法人税

額又は個別帰属法人税額による。 

 

（法人の市民税の申告納付） 

第３３条の８ 法人税法第７１条第１項   

                    

                    

                    、

第７４条第１項             

３号までに掲げる法人の資本金等の額又は従

業者数の合計数は、それぞれこれらの号に定め

る日（同項第１号に掲げる法人で第３３条の８

第１項の法人税法第７１条第１項（同法第７２

条第１項の規定が適用される場合を除く。） 

                    

                  に規

定する申告書を提出する義務があるもの及び

第３項第２号に掲げる法人にあっては、当該法

人の資本金等の額については、令で定める日）

現在における資本金等の額又は従業者数の合

計数による。 

６ 略 

 

（中小法人に対する不均一課税） 

第３３条の７の２ １～４ 略 

５ 法人税法第７１条第１項（同法第１４５条に

おいて準用する場合を含む        

                    

                    

                 。）の規

定によって法人税に係る申告書を提出する義

務がある法人又は次条第２項の規定によって

申告納付すべき法人に対して第１項の規定を

適用する場合における法人税額又は個別帰属

法人税額は、当該事業年度又は当該連結事業年

度開始の日から６月を経過した日の前日まで

に前事業年度又は前連結事業年度の法人税割

として納付した税額及び納付すべきことが確

定した税額の合計額の課税標準となる法人税

額又は個別帰属法人税額による。 

 

（法人の市民税の申告納付） 

第３３条の８ 法人税法第７１条第１項（同法第

７２条第１項の規定が適用される場合及び同

法第１４５条においてこれらの規定を準用す

る場合を含む。以下この款において同じ。）、

第７４条第１項（同法第１４５条において準用
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        、第８８条（同法第１４５条

の５において準用する場合を含む。以下この項

において同じ。）、第８９条 （同法第１４５

条の５において準用する場合を含む。）、第１

４４条の３第１項又は第１４４条の６第１項

の規定によって法人税に係る申告書を提出す

る義務があり、かつ、当該申告書に係る法人税

額の課税標準の算定期間（同法第７１条第１

項、第８８条又は第１４４条の３第１項の申告

書に係る法人税額にあっては、当該事業年度

（連結事業年度に該当する期間を除く。）の開

始の日から６月の期間とする。以下法人の市民

税について同じ。）中において市内に事務所、

事業所又は寮等を有する法人は、当該申告書の

提出期限までに、当該申告書に係る法人税額、

これを課税標準として算定した法人税割額（同

法第７１条第１項（同法第７２条第１項の規定

が適用される場合を除く。）、第８８条又は第

１４４条の３第１項（同法第１４４条の４第１

項の規定が適用される場合を除く。）の規定に

よって法人税に係る申告書を提出する義務が

ある法人（以下この条及び第３３条の１２第１

項において「予定申告法人」という。）にあっ

ては、前事業年度（連結事業年度に該当する期

間を除く。）の法人税割額を基準として令で定

めるところにより計算した法人税割額又は当

該事業年度開始の日の前日の属する連結事業

年度の法人税割額を基準として令で定めると

ころにより計算した法人税割額（第３３条の１

０第１項において「予定申告に係る法人税割

額」という。））、同法第７１条第１項、第７

４条第１項、第１４４条の３第１項又は第１４

４条の６第１項の規定によって法人税に係る

申告書を提出する義務がある法人にあっては

均等割額その他必要な事項を記載した申告書

（以下この項において「法人の市民税の申告

書」という。）を市長に提出し、及びその申告

する場合を含む。以下第１１項を除き、この款

において同じ。）、第８８条（同法第１４５条

の５において準用する場合を含む。以下この項

において同じ。）又は第８９条（同法第１４５

条の５において準用する場合を含む。）   

                   の

規定によって法人税に係る申告書を提出する

義務があり、かつ、当該申告書に係る法人税額

の課税標準の算定期間（同法第７１条第１項又

は第８８条の申告書           

に係る法人税額にあっては、当該事業年度（連

結事業年度に該当する期間を除く。）の開始の

日から６月の期間とする。以下法人の市民税に

ついて同じ。）中において市内に事務所、事業

所又は寮等を有する法人は、当該申告書の提出

期限までに、当該申告書に係る法人税額、これ

を課税標準として算定した法人税割額（同法第

７１条第１項（同法第７２条第１項の規定が適

用される場合を除く。）又は第８８条の規定 

                    

                 によっ

て法人税に係る申告書を提出する義務がある

法人（以下この条及び第３３条の１２第１項に

おいて「予定申告法人」という。）にあっては、

前事業年度（連結事業年度に該当する期間を除

く。）の法人税割額を基準として令で定めると

ころにより計算した法人税割額又は当該事業

年度開始の日の前日の属する連結事業年度の

法人税割額を基準として令で定めるところに

より計算した法人税割額（第３３条の１０第１

項において「予定申告に係る法人税割額」とい

う。））、同法第７１条第１項又は第７４条第

１項                  

   の規定によって法人税に係る申告書を

提出する義務がある法人にあっては均等割額

その他必要な事項を記載した申告書（以下この

項において「法人の市民税の申告書」という。）

を市長に提出し、及びその申告した市民税額
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した市民税額（当該市民税額について既に納付

すべきことが確定しているものがある場合に

おいては、これを控除した額）を納付しなけれ

ばならない。この場合において、同法第７１条

第１項又は第１４４条の３第１項の規定によ

って法人税に係る申告書を提出する義務があ

る法人が、法人の市民税の申告書をその提出期

限までに提出しなかったときは、第１８項の規

定の適用がある場合を除き、当該申告書の提出

期限において、市長は、令で定めるところによ

って計算した法人税割額及び均等割額を記載

した当該申告書の提出があったものとみなし、

当該法人は、当該申告納付すべき期限内にその

提出があったものとみなされる申告書に係る

市民税に相当する税額の市民税を納付しなけ

ればならない。 

２～４ 略 

５ 法人税法第７１条第１項（同法第７２条第１

項の規定が適用される場合に限る。）、第７４

条第１項、第１４４条の３第１項（同法第１４

４条の４第１項の規定が適用される場合に限

る。）若しくは第１４４条の６第１項の規定に

よって法人税に係る申告書を提出する義務が

ある法人又は同法第８１条の２２第１項の規

定によって法人税に係る申告書を提出する義

務がある法人若しくは当該法人との間に連結

完全支配関係がある連結子法人（連結申告法人

に限る。）で、当該事業年度開始の日前９年以

内に開始した事業年度又は当該連結事業年度

開始の日前９年以内に開始した事業年度にお

いて損金の額が益金の額を超えることとなっ

たため、同法第８０条又は第１４４条の１３ 

           の規定によって法人

税額の還付を受けたものが納付すべき当該事

業年度分又は当該連結事業年度分の法人税割

の課税標準となる法人税額又は個別帰属法人

税額の算定については、第１項、前項、第８項

又は第９項の規定にかかわらず、法第３２１条

（当該市民税額について既に納付すべきこと

が確定しているものがある場合においては、こ

れを控除した額）を納付しなければならない。

この場合において、同法第７１条第１項   

         の規定によって法人税に

係る申告書を提出する義務がある法人が、法人

の市民税の申告書をその提出期限までに提出

しなかったときは、第１８項の規定の適用があ

る場合を除き、当該申告書の提出期限におい

て、市長は、令で定めるところによって計算し

た法人税割額及び均等割額を記載した当該申

告書の提出があったものとみなし、当該法人

は、当該申告納付すべき期限内にその提出があ

ったものとみなされる申告書に係る市民税に

相当する税額の市民税を納付しなければなら

ない。 

２～４ 略 

５ 法人税法第７１条第１項（同法第７２条第１

項の規定が適用される場合に限る。）若しくは

第７４条第１項             

                    

                の規定に

よって法人税に係る申告書を提出する義務が

ある法人又は同法第８１条の２２第１項の規

定によって法人税に係る申告書を提出する義

務がある法人若しくは当該法人との間に連結

完全支配関係がある連結子法人（連結申告法人

に限る。）で、当該事業年度開始の日前９年以

内に開始した事業年度又は当該連結事業年度

開始の日前９年以内に開始した事業年度にお

いて損金の額が益金の額を超えることとなっ

たため、同法第８０条（同法第１４５条におい

て準用する場合を含む。）の規定によって法人

税額の還付を受けたものが納付すべき当該事

業年度分又は当該連結事業年度分の法人税割

の課税標準となる法人税額又は個別帰属法人

税額の算定については、第１項、前項、第８項

又は第９項の規定にかかわらず、これらの規定
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の１２第１２項各号に掲げる法人の区分に応

じ、当該各号に定めるところによる     

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

        ものとする。       

                    

                    

                    

              

６～９ 略 

１０ 法の施行地に主たる事務所若しくは事業

所を有する法人又は外国法人が外国の法令に

より課される法人税若しくは地方法人税又は

県民税の法人税割及び利子割若しくは市民税

の法人税割に相当する税（外国法人にあって

は、法人税法第１３８条第１項第１号に掲げる

国内源泉所得につき外国の法令により課され

るものに限る。以下この項において「外国の法

人税等」という。）を課された場合において、

当該外国の法人税等の額のうち法人税法第６

９条第１項の控除限度額若しくは同法第１４

４条の２第１項の控除限度額又は同法第８１

条の１５第１項の連結控除限度個別帰属額及

び地方法人税法（平成２６年法律第１１号）第

１２条第１項の控除の限度額で令で定めるも

の又は同条第２項の控除の限度額で令で定め

るもの並びに法第５３条第２４項の控除の限

によって申告納付すべき当該法人税額の課税

標準の算定期間又は当該連結法人税額の課税

標準の算定期間に係る法人税割の課税標準と

なる法人税額又は個別帰属法人税額から、当該

法人税額（当該法人税額について租税特別措置

法第４２条の５第５項、第４２条の６第１２

項、第４２条の９第４項、第４２条の１２の３

第５項、第６２条第１項、第６２条の３第１項

若しくは第８項又は第６３条第１項の規定に

より加算された金額がある場合には、令で定め

る額を控除した額）又は当該個別帰属法人税額

（当該個別帰属法人税額について法第２９２

条第１項第４号の４に規定する個別帰属特別

控除取戻税額等がある場合には、令で定める額

を控除した額）を限度として、還付を受けた法

人税額を控除するものとする。この場合におい

て、控除する法人税額は、前事業年度又は前連

結事業年度以前の法人税割の課税標準とすべ

き法人税額又は個別帰属法人税額について控

除されなかった額に限る。 

６～９ 略 

１０ 法の施行地に主たる事務所若しくは事業

所を有する法人又は外国法人が外国の法令に

より課される法人税若しくは地方法人税又は

県民税の法人税割及び利子割若しくは市民税

の法人税割に相当する税（         

                    

                    

       以下この項において「外国の法

人税等」という。）を課された場合において、

当該外国の法人税等の額のうち法人税法第６

９条第１項の控除限度額         

             又は同法第８１

条の１５第１項の連結控除限度個別帰属額及

び地方法人税法（平成２６年法律第１１号）第

１２条第１項の控除の限度額で令で定めるも

の又は同条第２項の控除の限度額で令で定め

るもの並びに法第５３条第２４項の控除の限
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度額で令で定めるものの合計額を超える額が

あるときは、令で定めるところにより計算した

額を限度として、令で定めるところにより、当

該超える金額（令で定める金額に限る。）を第

１項（予定申告法人に係るものを除く。）、第

４項又は前２項の規定により申告納付すべき

法人税割額（外国法人にあっては、法人税法第

１４１条第１号イに掲げる国内源泉所得に対

する法人税額を課税標準として課するものに

限る。）から控除する。 

１１～１７ 略 

１８ 法人税法第７１条第１項若しくは第１４

４条の３第１項の規定によって法人税に係る

申告書を提出する義務がある法人又は第２項

の規定によって申告書を提出すべき法人で、そ

の法人税額の課税標準の算定期間又はその連

結事業年度開始の日から６月の期間中におい

て市内に寮等のみを有するものは、第１項（同

法第７１条第１項又は第１４４条の３第１項

に係る部分に限る。）又は第２項の規定にかか

わらず、当該法人税額の課税標準の算定期間又

は当該連結事業年度開始の日から６月の期間

に係る均等割額について申告納付をすること

を要しない。 

 

（法人の市民税に係る納期限の延長の場合の延

滞金） 

第３３条の１３ 法人税法第７５条の２第１項

（同法第１４４条の８において準用する場合

を含む。）の規定の適用を受けている法人は、

同法第７４条第１項又は第１４４条の６第１

項に規定する申告書に係る法人税額の課税標

準の算定期間でその適用に係るものの所得に

対する法人税額を課税標準として算定した法

人税割額及びこれと併せて納付すべき均等割

額を納付する場合には、当該税額に、法第３２

７条第１項に規定する期間の日数に応じ、年

７．３パーセントの割合を乗じて計算した金額

度額で令で定めるものの合計額を超える額が

あるときは、令で定めるところにより計算した

額を限度として、令で定めるところにより、当

該超える金額（令で定める金額に限る。）を第

１項（予定申告法人に係るものを除く。）、第

４項又は前２項の規定により申告納付すべき

法人税割額               

                    

                    

    から控除する。 

１１～１７ 略 

１８ 法人税法第７１条第１項       

       の規定によって法人税に係る

申告書を提出する義務がある法人又は第２項

の規定によって申告書を提出すべき法人で、そ

の法人税額の課税標準の算定期間又はその連

結事業年度開始の日から６月の期間中におい

て市内に寮等のみを有するものは、第１項（同

条第１項                

に係る部分に限る。）又は第２項の規定にかか

わらず、当該法人税額の課税標準の算定期間又

は当該連結事業年度開始の日から６月の期間

に係る均等割額について申告納付をすること

を要しない。 

 

（法人の市民税に係る納期限の延長の場合の延

滞金） 

第３３条の１３ 法人税法第７５条の２第１項

（同法第１４５条  において準用する場合

を含む。）の規定の適用を受けている法人は、

同法第７４条第１項           

 に規定する申告書に係る法人税額の課税標

準の算定期間でその適用に係るものの所得に

対する法人税額を課税標準として算定した法

人税割額及びこれと併せて納付すべき均等割

額を納付する場合には、当該税額に、法第３２

７条第１項に規定する期間の日数に応じ、年

７．３パーセントの割合を乗じて計算した金額
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に相当する延滞金額を加算して納付しなけれ

ばならない。 

２・３ 略 

 

附則 

１～３１ 略 

（軽自動車税の税率の特例） 

３２ ３輪以上の軽自動車（法附則第３０条第１

項に規定する軽自動車をいう。以下この項にお

いて「特定軽自動車」という。）に対する当該

特定軽自動車が初めて道路運送車両法（昭和２

６年法律第１８５号）第６０条第１項後段の規

定による車両番号の指定を受けた月から起算

して１４年を経過した月の属する年度以後の

年度分の軽自動車税に係る第６２条の規定の

適用については、当分の間、次表の左欄に掲げ

る規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。 

３３ 略 

３４ 略 

３５ 略 

３６ 略 

３７ 略 

３８ 略 

３９ 略 

４０ 附則第３８項の規定は、平成７年度分の第

２６条第１項又は第３項の規定による申告書

（その提出期限後において市民税の納税通知

書が送達される時までに提出されたもの及び

その時までに提出された第２７条第１項の確

定申告書を含む。）に附則第３７項の規定の適

第 ６ ２ 条

第２号イ 

３，９００円 ４，６００円 

６，９００円 ８，２００円 

１０，８００円 １２，９００円 

３，８００円 ４，５００円 

第 ６ ２ 条

第２号ウ 

５，０００円 ６，０００円 

に相当する延滞金額を加算して納付しなけれ

ばならない。 

２・３ 略 

 

附則 

１～３１ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３２ 略 

３３ 略 

３４ 略 

３５ 略 

３６ 略 

３７ 略 

３８ 略 

３９ 附則第３７項の規定は、平成７年度分の第

２６条第１項又は第３項の規定による申告書

（その提出期限後において市民税の納税通知

書が送達される時までに提出されたもの及び

その時までに提出された第２７条第１項の確

定申告書を含む。）に附則第３７項の規定の適
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用を受けようとする旨の記載がある場合（これ

らの申告書にその記載がないことについてや

むを得ない理由があると市長が認める場合を

含む。）に限り、適用する。 

４１ 略 

４２ 略 

（耐震基準適合住宅に対する固定資産税の減額

の規定の適用を受けようとする者がすべき申告） 

４３ 法附則第１５条の９第１項に規定する耐

震基準適合住宅について、同項の規定の適用を

受けようとする者は、当該耐震基準適合住宅に

係る耐震改修（同項に規定する耐震改修をい

う。以下この項及び附則第４５項において同

じ。）が完了した日から３月以内に、次の各号

に掲げる事項を記載した申告書に当該耐震改

修に要した費用を証する書類及び当該耐震改

修後の家屋が耐震基準（法附則第１５条の９第

１項に規定する耐震基準をいう。附則第４４項

において同じ。）に適合することを証する書類

を添えて市長に提出しなければならない。 

 ～  略 

４４ 略 

４５ 略 

４６ 略 

４７ 略 

４８ 略 

４９ 附則第４７項の規定にかかわらず、同項の

規定により申告書に添えるものとされている

書類については、市長は、当該書類により証明

すべき事実を公簿等によって確認することが

できるときは、申告書への添付を省略させるこ

とができる。 

５０ 略 

５１ 略 

５２ 附則第５０項の規定にかかわらず、同項の

規定により申告書に添えるものとされている

書類については、市長は、当該書類により証明

すべき事実を公簿等によって確認することが

用を受けようとする旨の記載がある場合（これ

らの申告書にその記載がないことについてや

むを得ない理由があると市長が認める場合を

含む。）に限り、適用する。 

４０ 略 

４１ 略 

（耐震基準適合住宅に対する固定資産税の減額

の規定の適用を受けようとする者がすべき申告） 

４２ 法附則第１５条の９第１項に規定する耐

震基準適合住宅について、同項の規定の適用を

受けようとする者は、当該耐震基準適合住宅に

係る耐震改修（同項に規定する耐震改修をい

う。以下この項及び附則第４４項において同

じ。）が完了した日から３月以内に、次の各号

に掲げる事項を記載した申告書に当該耐震改

修に要した費用を証する書類及び当該耐震改

修後の家屋が耐震基準（法附則第１５条の９第

１項に規定する耐震基準をいう。附則第４４項

において同じ。）に適合することを証する書類

を添えて市長に提出しなければならない。 

 ～  略 

４３ 略 

４４ 略 

４５ 略 

４６ 略 

４７ 略 

４８ 附則第４６項の規定にかかわらず、同項の

規定により申告書に添えるものとされている

書類については、市長は、当該書類により証明

すべき事実を公簿等によって確認することが

できるときは、申告書への添付を省略させるこ

とができる。 

４９ 略 

５０ 略 

５１ 附則第４９項の規定にかかわらず、同項の

規定により申告書に添えるものとされている

書類については、市長は、当該書類により証明

すべき事実を公簿等によって確認することが
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できるときは、申告書への添付を省略させるこ

とができる。 

５３ 略 

できるときは、申告書への添付を省略させるこ

とができる。 

５２ 略 
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（議案説明資料） 

＜平成２６年６月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第８０号 所 管 消防局企画管理課 

件 名 尼崎市消防団員退職報償金支給条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

  非常勤消防団員の処遇改善を図るため、消防団員等公務災害補償等責任共済等に関

する法律施行令の一部を改正する政令（平成２６年政令第５６号）が施行され、消防

団員等公務災害補償等共済基金が市町村に支払う消防団員退職報償金支払額が増額

されたことに伴い、尼崎市消防団員退職報償金支給条例（昭和３９年尼崎市条例第４

１号）を改正するもの。 

 

２ 改正内容 

  本市の退職した消防団員に支給する退職報償金の額を全階級で一律５万円増額（最

低支給額２０万円）するものとし、平成２６年４月１日以後に退職した本市の消防団

員に遡及して適用させる。 

 

３ 施行期日 

  公布の日 
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尼崎市消防団員退職報償金支給条例 

改正後 

別表 

勤務年数 

階 級 
5年以上 

10年未満 

10年以上 

15年未満 

15年以上 

20年未満 

20年以上 

25年未満 

25年以上 

30年未満 
30年以上 

団 長 239,000円 344,000円 459,000円 594,000円 779,000円 979,000円 

副団長 229,000円 329,000円 429,000円 534,000円 709,000円 909,000円 

分団長 219,000円 318,000円 413,000円 513,000円 659,000円 849,000円 

副分団長 214,000円 303,000円 388,000円 478,000円 624,000円 809,000円 

部長及び班長 204,000円 283,000円 358,000円 438,000円 564,000円 734,000円 

団 員 200,000円 264,000円 334,000円 409,000円 519,000円 689,000円 
 

 

42



 

現 行 

別表 

勤務年数 

階 級 
5年以上 

10年未満 

10年以上 

15年未満 

15年以上 

20年未満 

20年以上 

25年未満 

25年以上 

30年未満 
30年以上 

団 長 189,000円 294,000円 409,000円 544,000円 729,000円 929,000円 

副団長 179,000円 279,000円 379,000円 484,000円 659,000円 859,000円 

分団長 169,000円 268,000円 363,000円 463,000円 609,000円 799,000円 

副分団長 164,000円 253,000円 338,000円 428,000円 574,000円 759,000円 

部長及び班長 154,000円 233,000円 308,000円 388,000円 514,000円 684,000円 

団 員 144,000円 214,000円 284,000円 359,000円 469,000円 639,000円 
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（議案説明資料） 

＜平成２６年６月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第８１号 所 管 消防局予防課 

件 名 尼崎市火災予防条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

  消防法施行令の一部を改正する政令（平成２５年政令第３６８号。以下「改正政令」

という。）が公布され、コンロ、ストーブその他これらに類するもの（以下「対象火

気器具等」という。）を多数の者の集合する催しに際して使用する場合の消火器の準

備が義務付けられたこと及びこれらの催しに際し対象火気器具等を使用する露店、屋

台その他これらに類するもの（以下「露店等」という。）の開設状況を予め把握する

ための届出について、規定の整備を行う。 

  併せて、現行一定の延べ面積以上のものに設置が義務付けられている旅館、ホテル

等の自動火災報知設備について、延べ面積にかかわらず設置するよう規定の整備を行

う。 

 

２ 改正内容 

  対象火気器具等を多数の者の集合する催しで使用する場合における消火器の準

備義務に係る規定を追加する。 

  多数の者の集合する催しにおいて露店等を開設する場合の届出義務に関する規

定を追加する。 

  旅館、ホテル等については、その延べ面積にかかわらず、自動火災報知設備の設

置を義務付けるため、自動火災報知設備に関する基準を整備する。 

 

３ 施行期日 

  平成２６年８月１日とする。ただし については平成２６年７月１日とし、 につ

いては平成２７年４月１日とする。 
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尼崎市火災予防条例 

改正後 現行 

（液体燃料を使用する器具） 

第１９条 液体燃料を使用する器具の取扱い

は、次の各号に掲げる基準によらなければな

らない。 

 ～ 省略 

  地震等により容易に転倒し、又は落下す

るおそれのない   状態で使用するこ

と。 

 ～ 省略 

  本来の使用目的以外の目的による使用そ

の他の不適当な使用をしないこと。 

  省略 

  器具の周囲は、常に 整理及び清掃に努

めるとともに、燃料その他の可燃物をみだ

りに放置しないこと。 

  祭礼等（祭礼、縁日、花火大会、展示会

その他の不特定多数の者が集合する催しを

いう。以下同じ。）の開催の際に使用する

ときは、発火した器具、燃料等の消火に適

応するものとされる消火器を、火災が発生

した時に直ちに使用することができる場所

に備えておくこと。 

  燃料漏れがないことを確認してから点火

すること。 

   使用中は、器具を移動させ、又は燃料を

補給しないこと。 

  漏れ、又はあふれた燃料を受けるための

皿を設けること。 

   必要な知識及び技能を有する者として消

防長が指定する者に必要な点検及び整備を

行わせ、火災予防上有効に保持すること。 

２ 省略 

 

（固体燃料を使用する器具） 

第２０条 固体燃料を使用する器具の取扱い

は、次に掲げる基準によらなければならない。 

（液体燃料を使用する器具） 

第１９条 液体燃料を使用する器具の取扱い

は、次の各号に掲げる基準によらなければな

らない。 

 ～  省略 

  地震等により容易に転倒し、又は落下す

るおそれのないような状態で使用するこ

と。 

 ～ 省略 

  本来の使用目的以外に使用する等不適当

な使用をしないこと。 

  省略 

  器具の周囲は、常に、整理及び清掃に努

めるとともに、燃料その他の可燃物をみだ

りに放置しないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

  燃料漏れがないことを確認してから点火

すること。 

  使用中は、器具を移動させ、又は燃料を

補給しないこと。 

  漏れ、又はあふれた燃料を受けるための

皿を設けること。 

  必要な知識及び技能を有する者として消

防長が指定するものに必要な点検及び整備

を行わせ、火災予防上有効に保持すること。 

２ 省略 

 

（固体燃料を使用する器具） 

第２０条 固体燃料を使用する器具の取扱い

は、次に掲げる基準によらなければならない。 
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 ・  省略 

２ 前項に規定するもののほか、固体燃料を使

用する器具の取扱いの基準については、前条

第１項第１号から第１０号までの規定を準用

する。この場合において、同項第１号中「液

体燃料を使用する器具の項」とあるのは、「固

体燃料を使用する器具の項」と読み替えるも

のとする。 

  

 （気体燃料を使用する器具） 

第２１条 気体燃料を使用する器具に接続する

金属管以外の管は、その器具に応じた適当な

長さとしなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、気体燃料を使

用する器具の取扱いの基準については、第１

９条第１項第１号から第１１号までの規定を

準用する。この場合において、同項第１号中

「液体燃料を使用する器具の項」とあるのは

「気体燃料を使用する器具の項」と、「移動

式こんろ」とあるのは「調理用器具」と読み

替えるものとする。 

 

（電気を熱源とする器具） 

第２２条 電気を熱源とする器具の取扱いは、

次に掲げる基準によらなければならない。 

 ・  省略 

２ 前項に規定するもののほか、電気を熱源と

する器具の取扱いの基準については、第１９

条第１項第１号から第７号まで、第９号及び

第１０号の規定（器具の表面に可燃物が触れ

た場合に当該可燃物が発火するおそれのない

器具にあっては、同項第２号及び第５号から

第７号までの規定に限る。）を準用する。こ

の場合において、同項第１号中「液体燃料を

使用する器具の項」とあるのは「電気を熱源

とする器具の項」と、「移動式ストーブ又は

移動式こんろ」とあるのは「電気温風器、電

気こんろ、電気レンジ、電磁誘導加熱式調理

 ・  省略 

２ 前項に規定するもののほか、固体燃料を使

用する器具の取扱いの基準については、前条

第１項第１号から第９号までの規定を準用す

る。この場合において、同項第１号中「液体

燃料を使用する器具の項」とあるのは、「固

体燃料を使用する器具の項」と読み替えるも

のとする。 

  

 （気体燃料を使用する器具） 

第２１条 気体燃料を使用する器具に接続する

金属管以外の管は、その器具に応じた適当な

長さとしなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、気体燃料を使

用する器具の取扱いの基準については、第１

９条第１項第１号から第１０号までの規定を

準用する。この場合において、同項第１号中

「液体燃料を使用する器具の項」とあるのは

「気体燃料を使用する器具の項」と、「移動

式こんろ」とあるのは「調理用器具」と読み

替えるものとする。 

 

（電気を熱源とする器具） 

第２２条 電気を熱源とする器具の取扱いは、

次に掲げる基準によらなければならない。 

 ・  省略 

２ 前項に規定するもののほか、電気を熱源と

する器具の取扱いの基準については、第１９

条第１項第１号から第７号まで及び第９号     

の規定（器具の表面に可燃物が触れた場合に

当該可燃物が発火するおそれのない器具にあ

っては、  第２号及び第５号から第７号ま

での規定に限る。）を準用する。この場合に

おいて、同項第１号中「液体燃料を使用する

器具の項」とあるのは「電気を熱源とする器

具の項」と、「移動式ストーブ又は移動式こ

んろ」とあるのは「電気温風器、電気こんろ、

電気レンジ、電磁誘導加熱式調理器、電気天
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器、電気天火、電子レンジ、電気ストーブ、

電気乾燥器、電気乾燥機又は電気温水器」と、

「移動式ストーブ等」とあるのは「電気温風

器等」と読み替えるものとする。 

 

（自動火災報知設備に関する基準） 

第４０条 次の各号に掲げる防火対象物又はそ

の部分には、自動火災報知設備を設けなけれ

ばならない。 

 

 

 

 

 

  令別表第１（５）項ロに掲げる防火対象

物（主要構造部を耐火構造としたもの又は

建築基準法第２条第９号の３イ若しくはロ

のいずれかに該当するものを除く。）で、

延べ面積が２００平方メートル以上のもの 

  令別表第１（１６）項ロに掲げる防火対

象物（主要構造部を耐火構造としたもの又

は建築基準法第２条第９号の３イ若しくは

ロのいずれかに該当するものを除く。）の

うち、同表（１２）項及び（１４）項に掲

げる用途に供する部分の上階を同表（５）

項ロに掲げる用途に供するもので、延べ面

積が３００平方メートル以上のもの 

  令別表第１（１６）項ロに掲げる防火対

象物で、延べ面積が１,０００平方メートル

以上のもの 

２・３ 省略 

 

（火災と紛らわしい煙等を発するおそれのあ

る行為等の届出） 

第５６条 次の各号に掲げる行為をしようとす

る者は、あらかじめ、その旨を消防署長に届

け出なければならない。 

  火災と紛らわしい煙又は火炎を発するお

火、電子レンジ、電気ストーブ、電気乾燥器、

電気乾燥機又は電気温水器」と、「移動式ス

トーブ等」とあるのは「電気温風器等」と読

み替えるものとする。 

 

（自動火災報知設備に関する基準） 

第４０条 次の各号に掲げる防火対象物又はそ

の部分には、自動火災報知設備を設けなけれ

ばならない。 

  令別表第１（５）項イに掲げる防火対象

物（主要構造部を耐火構造としたもの又は

建築基準法第２条第９号の３イ若しくはロ

のいずれかに該当するものを除く。）で、

延べ面積が１５０平方メートル以上のもの 

  令別表第１（５）項ロに掲げる防火対象

物（主要構造部を耐火構造としたもの又は

建築基準法第２条第９号の３イ若しくはロ

のいずれかに該当するものを除く。）で、

延べ面積が２００平方メートル以上のもの 

  令別表第１（１６）項ロに掲げる防火対

象物（主要構造部を耐火構造としたもの又

は建築基準法第２条第９号の３イ若しくは

ロのいずれかに該当するものを除く。）の

うち、同表（１２）項及び（１４）項に掲

げる用途に供する部分の上階を同表（５）

項ロに掲げる用途に供するもので、延べ面

積が３００平方メートル以上のもの 

  令別表第１（１６）項ロに掲げる防火対

象物で、延べ面積が１,０００平方メートル

以上のもの 

２・３ 省略 

 

（火災とまぎらわしい煙等を発するおそれの

ある行為等の届出） 

第５６条 次の各号に掲げる行為をしようとす

る者は、あらかじめ、その旨を消防署長に届

け出なければならない。 

  火災とまぎらわしい煙又は火炎を発する
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それのある行為 

  煙火（玩具用煙火を除く。）の打上げ又

は仕掛け 

  省略 

  祭礼等における露店等（露店、屋台その

他これらに類するものをいう。以下同じ。）

（令第５条の２第１項に規定する対象火気

器具等が使用されるものに限る。）の開設 

  水道の断水又は減水 

  露店等の開設又は道路の工事で消防隊の

通行その他消火活動に支障を及ぼすおそれ

のあるもの 

 

おそれのある行為 

  煙火（がん具用煙火を除く。）の打上げ

又は仕掛け 

  省略 

 

 

 

 

  水道の断水又は減水 

               消防隊の通

行その他消火活動に支障を及ぼすおそれ

のある露店の開設、道路の工事 

 

 

49



50



（議案説明資料） 

＜平成２６年６月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第８２号 所 管 保育課 

件 名 尼崎市保育の実施に関する条例を廃止する条例について 

内       容 

１ 廃止理由 

  子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法

律（平成２４年法律第６７号）によって児童福祉法の規定が整備された。 

  この改正により、児童福祉法において条例委任事項とされていた保育の実施に関す

る基準が、同法及び子ども・子育て支援法（平成２４年法律第９８号）に規定される

こととなったため、当該条例を廃止する。 

 

２ 現行規定内容 

  児童福祉法第２４条第１項の規定による保育の実施基準について定めるもの。 

 

３ 施行期日 

  子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法

律の施行日 
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尼崎市保育の実施に関する条例 

現 行 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条第１項の規定による保

育の実施について必要な事項を定めるものとする。 

（保育の実施基準） 

第２条 保育の実施は、児童の保護者のいずれもが次の各号のいずれかに該当することにより、

当該児童を保育することができないと認められる場合であって、かつ、同居の親族その他の者

が当該児童を保育することができないと認められる場合に行うものとする。 

(1) 昼間に居宅外で労働することを常態としていること。 

(2) 昼間に居宅内で当該児童と離れて日常の家事以外の労働をすることを常態としているこ

と。 

(3) 妊娠中であるか又は出産後間がないこと。 

(4) 疾病にかかり、若しくは負傷し、又は精神若しくは身体に障害を有していること。 

(5) 長期にわたり疾病の状態にある又は精神若しくは身体に障害を有する同居の親族を常時

介護していること。 

(6) 震災、風水害、火災その他の災害の復旧に当たっていること。 

(7) 前各号に類する状態にあること。 

（委任） 

第３条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 
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（議案説明資料） 

＜平成２６年６月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第８３号 所 管 児童課 

件 名 尼崎市立児童ホームの設置及び管理に関する条例について 

内       容 

１ 制定理由 

子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法

律（平成２４年法律第６７号）による児童福祉法の改正に伴い、市町村は、放課後児

童健全育成事業の設備及び運営の基準を条例で定めることとなった。 

これを踏まえて、児童ホームを公の施設として位置づけ、当該施設の適正な管理を

行うとともに、従前からの児童ホームの運営を基本に利用に関する権利義務等を定め

ることを目的とした条例を新たに制定する。 

 

２ 主な制定内容 

   設置（第２条関係） 

児童福祉法第６条の３第２項に規定する放課後児童健全育成事業を行うための

施設として児童ホームを設置する。 

   利用資格（第５条関係） 

   児童ホームを利用することができる者は、本市内に住所を有する児童の保護者

で、そのいずれもが労働その他の事由により当該児童を養育することができないも

のとする。 

   児童育成料（第９条関係） 

   従前に引き続き、利用者は、１月につき１０，０００円の児童育成料を納付しな

ければならない。また、利用者が、通常の利用時間を超えて利用するときは、１月

につき１，８００円の延長児童育成料を、納付しなければならない。ただし、特別

の理由があると認めるときは、児童育成料（延長児童育成料を含む。）を減免する

ことができる。 

 

３ 施行期日 

  平成２７年４月１日（子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保

育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法

律の整備等に関する法律の施行日が同月２日以後である場合にあっては、平成２８年

４月１日） 
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（議案説明資料） 

 

＜平成２６年６月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第８４号 所 管 
子ども・子育て支援制度準

備担当        

件 名 
尼崎市児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備及び運営の基準を定める条例

の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由等 

子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法

律（平成２４年法律第６７号）が制定された。これに伴い、放課後児童健全育成事業

及び家庭的保育事業等の設備及び運営の基準については、市町村が条例で定めること

とされたため、現行の尼崎市児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備及び運営の基準

を定める条例に加えるとともに、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の一部を

改正する省令（以下「平成２６年省令第６２号」という。以下同じ。）が公布された

ため、所要の改正を行うものである。 

  放課後児童健全育成事業及び家庭的保育事業等について 

厚生労働省令は、「従うべき基準」、「参酌すべき基準」に区分され、それらをも

とに基準を条例で定めることとされたことから、この省令の基準を基本としつつ、

尼崎市子ども・子育て審議会からの「子ども・子育て支援新制度に係る尼崎市の

各種施設等の認可基準及び給付の対象施設等としての確認基準のあり方について

（最終答申）」を踏まえ、本市の実情等を鑑み、条例を改正する。  

①  放課後児童健全育成事業 

ア 従うべき基準・・・職員の資格、員数 

イ 参酌すべき基準・・・ア以外の設備及び運営に関すること。 

②  家庭的保育事業等 

  ア 従うべき基準・・・職員の資格、員数等 

 イ 参酌すべき基準・・・ア以外の設備及び運営に関すること。 

  保育所 

平成２６年省令第６２号において、保育所の業務の質の評価等が規定されたこと 

から、同様の内容である項を削る。 

  

２ 主な改正内容 

  放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準(第２条) 

① 事業者及び事業所の長は暴力団員等でないこと。 

② 運営が暴力団員等の支配を受けないこと。 

③ 自己評価と改善を義務付け、その結果の公表に努めること。 

④ 非常災害が発生した場合の対応と措置を講じること。 
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⑤ 傷病者に対する応急手当等に関する講習の修了者の常時配置に努めること。 

⑥ 研修計画の策定や研修結果の記録の整備等、計画的な人材育成に努めること。 

⑦ 事故発生の防止及び発生時の対応の義務付け等 

⑧ 関係機関との連携 

⑨ 指導方針の決定等 

⑩ 土曜日の開所に努めること。 

  家庭的保育事業等の設備及び運営の基準(第３条) 

① 連携施設からの照会に対応することを義務付け 

② 家庭的保育事業又は小規模保育事業Ｃ型に置く家庭的保育者のうち少なくと

も１人は保育士の配置を義務付け 

③ 調理員のうち少なくとも1人は栄養士又は調理師の配置に努めること。 

④ 上記 ①、②、④～⑧を読み替えて適用する。 

  児童福祉施設の設備及び運営の基準（第４条） 

① 保育所の自己評価と改善の義務付け、自己評価の結果の公表に努める規定を削 

る。 

 

３ 施行期日 

  子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の 

推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法 

律の施行の日 
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尼崎市児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備及び運営の基準を定める条例の一部を改正する条

例 

改正後 現 行 

○尼崎市児童福祉法に基づく児童福祉施設等の

設備及び運営の基準を定める条例 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法 

律第１６４号。以下「法」という。）第３４条

の８の２第１項の規定に基づき放課後児童健

全育成事業(法第６条の３第２項に規定する放

課後児童健全育成事業をいう。以下同じ。）の

設備及び運営の基準を、法第３４条の１６第１

項の規定に基づき家庭的保育事業等（法第２４

条第２項に規定する家庭的保育事業等をいう。

以下同じ。）の設備及び運営の基準を、法第４

５条第１項の規定に基づき 児童福祉施設（助

産施設（法第３６条に規定する助産施設をい

う。以下同じ。）、母子生活支援施設（法第３８

条に規定する母子生活支援施設をいう。以下同

じ。）及び保育所（法第３９条第１項に規定す

る保育所をいう。以下同じ。）に限る。以下同

じ。）の設備及び運営の基準を定めるものとす

る。 

 

（放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基

準） 

第２条 法第３４条の８の２第１項の条例で定

める基準は、次項から第１３項までに規定する

もののほか、放課後児童健全育成事業の設備及

び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令

第６３号。以下この条及び付則第２項において

「省令」という。）に定める基準（         

省令第５条第４項          、第６

条及び第２１条               

                      

                      

                      

 に規定する基準を除く。以下この条において

○尼崎市児童福祉法に基づく児童福祉施設 の

設備及び運営の基準を定める条例 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法

律第１６４号。以下「法」という。）     

                     

                     

                     

                     

                          

                       

                   第４

５条第１項の規定に基づき、児童福祉施設（助

産施設（法第３６条に規定する助産施設をい

う。以下同じ。）、母子生活支援施設（法第３８

条に規定する母子生活支援施設をいう。以下同

じ。）及び保育所（法第３９条第１項に規定す

る保育所をいう。以下同じ。）に限る。以下同

じ。）の設備及び運営の基準を定めるものとす

る。 

 

（児童福祉施設         の設備及び運営の基

準） 

第２条 法第４５条第１項    の条例で定

める基準は、次項から第１２項までに規定する

もののほか、児童福祉施設の設備及び運営に関

する基準（昭和２３年厚生省令第６３号。以下

                    

「省令」という。）に定める基準（助産施設に

ついては省令第５条第４項及び第５項、第６

条、第７条、第７条の２第２項、第１０条並び

に第１４条の３第１項に規定する基準を、母子

生活支援施設及び保育所（以下「保育所等」と

いう。）については省令第５条第３項及び第６

条に規定する基準を除く。以下       
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「設備運営基準」という。）（設備運営基準の特

例として定められている基準がある場合には、

その基準を含む。）のとおりとする。           

                       

                    

２ 放課後児童健全育成事業を行う者（以下「放

課後児童健全育成事業者」という。）及び当該

放課後児童健全育成事業を行う場所（以下「放

課後児童健全育成事業所」という。）の長は、

暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対

策法」という。）第２条第６号に規定する暴力

団員及び尼崎市暴力団排除条例（平成２５年尼

崎市条例第１３号）第２条第４号に規定する暴

力団密接関係者（以下「暴力団員等」という。）

であってはならない。 

３ 放課後児童健全育成事業所は、その運営につ

いて、暴力団対策法第２条第２号に規定する暴

力団及び暴力団員等の支配を受けてはならな

い。 

４ 放課後児童健全育成事業者は、その運営の内

容について、自ら評価を行い、常に改善を図ら

なければならない。 

５ 放課後児童健全育成事業者は、前項の規定に

よる評価の結果を公表するよう努めなければ

ならない。 

６ 放課後児童健全育成事業者は、非常災害が発

生した場合に的確に対応するため、次の各号に

掲げる措置を講じなければならない。 

 ・  略 

  定期的に、前号の指針及び関係機関への連

絡体制をその放課後児童健全育成事業所の職

員並びにその放課後児童健全育成事業を利用

している児童（以下この条において「利用者」

という。）及びその家族に周知すること。 

  略 

７ 放課後児童健全育成事業者は、傷病者に対す

る応急手当等に関する講習で市長が指定する

「設備運営基準」という。）(設備運営基準の特

例として定められている基準がある場合には、

その基準を含む。）のとおりとする。この場合

において、省令第３２条第５号中「調理室」と

あるのは、「医務室、調理室」とする。 

２ 児童福祉施設の設置者及びその長     

                     

                     

                   は、

暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対

策法」という。）第２条第６号に規定する暴力

団員及び尼崎市暴力団排除条例（平成２５年尼

崎市条例第１３号）第２条第４号に規定する暴

力団密接関係者（以下「暴力団員等」という。）

であってはならない。 

３ 児童福祉施設      は、その運営につ

いて、暴力団対策法第２条第２号に規定する暴

力団及び暴力団員等の支配を受けてはならな

い。 

４ 保育所等の設置者    は、その運営の内

容について、自ら評価を行い、常に改善を図ら

なければならない。 

５ 保育所等の設置者    は、前項の規定に

よる評価の結果を公表するよう努めなければ

ならない。 

６ 児童福祉施設の設置者  は、非常災害が発

生した場合に的確に対応するため、次の各号に

掲げる措置を講じなければならない。 

 ・  略 

    定期的に、前号の指針及び関係機関への連

絡体制を当該児童福祉施設の職員及び当該児

童福祉施設に入所している者（以下「入所者」

という。）又は               

        その家族に周知すること。 

    略 

７ 保育所等の設置者    は、傷病者に対す

る応急手当等に関する講習で市長が指定する
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ものを修了した者（当該講習を受けた日から２

年を経過しない者に限る。）をその放課後児童

健全育成事業所に常時配置するよう努めなけ

ればならない。 

８ 放課後児童健全育成事業者は、省令第８条第

２項に規定する研修（以下この項において「研

修」という。）の実施計画をその放課後児童健

全育成事業所の職員の職務内容、経験等に応じ

て策定し、実施した研修の記録を保管するとと

もに、必要に応じて研修の内容の見直しを行う

ことにより、当該職員の計画的な育成に努めな

ければならない。 

９ 放課後児童健全育成事業者は、事故が発生し

た場合に的確に対応し、又は事故の発生若しく

はその再発を防止するため、次の各号に掲げる

措置を講じなければならない。 

  略 

  事故が発生した場合又はその危険性があ

る事態が生じた場合において、これらの事実が

その放課後児童健全育成事業所の長に報告さ

れ、及びその原因の分析の結果に基づき策定し

た改善策が当該放課後児童健全育成事業所の

職員に周知される体制を整備すること。 

  定期的に、事故の発生又はその再発の防止

について、その協議を行うための会議を開き、

及びその放課後児童健全育成事業所の職員に

対して研修を行うこと。 

１０ 放課後児童健全育成事業者は、利用者に対

する支援により事故が発生したときは、次の各

号に掲げる措置を講じなければならない。 

 ・  略 

  当該事故が当該放課後児童健全育成事業

者の責めに帰すべき事由によるものであり、か

つ、当該利用者に損害が生じたときは、その損

害を賠償すること。 

(削除) 

 

 

ものを修了した者（当該講習を受けた日から２

年を経過しない者に限る。）を当該保育所等  

       に常時配置するよう努めるも

のとする。 

８ 保育所等の設置者  は、省令第７条の２第

２項に規定する研修（以下この項において「研

修」という。）の実施計画を当該保育所等   

      の職員の職務内容、経験等に応じ

て策定し、実施した研修の記録を保管するとと

もに、必要に応じて研修の内容の見直しを行う

ことにより、当該職員の計画的な育成に努める

ものとする。 

９ 保育所等の設置者       は、事故が発生し

た場合に的確に対応し、又は事故の発生若しく

はその再発を防止するため、次の各号に掲げる

措置を講じなければならない。 

  略 

  事故が発生した場合又はその危険性があ

る事態が生じた場合において、これらの事実が

当該保育所等の長        に報告さ

れ、及びその原因の分析の結果に基づき策定し

た改善策が当該保育所等の職員        

  に周知される体制を整備すること。 

  定期的に、事故の発生又はその再発の防止

について、その協議を行うための会議を開き、

及び当該保育所等        の職員に

対して研修を行うこと。 

１０ 児童福祉施設の設置者は、入所者  に対

する処遇により事故が発生したときは、次の各

号に掲げる措置を講じなければならない。 

 ・  略 

  当該事故が児童福祉施設の設置者     

 の責めに帰すべき事由によるものであり、か

つ、当該入所者に損害が生じたときは、その損

害を賠償すること。 

１１ 省令第３３条第１項の規定により保育所

に置くこととされている調理員（以下「調理員」

という。）のうち少なくとも１人は、栄養士法
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１１ 放課後児童健全育成事業者は、日常的に関

係行政機関、医療機関等と相互に連携を図りな

がら、適切にその業務を行うことにより、利用

者等が安心してその放課後児童健全育成事業

を利用することができる体制の確保に努めな

ければならない。 

１２ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の発

達に応じた指導方針を決定し、当該指導方針に

基づいてその放課後児童健全育成事業を実施

しなければならない。 

１３ 放課後児童健全育成事業者は、土曜日にそ

の放課後児童健全育成事業所を開所するよう

努めなければならない。 

 

（家庭的保育事業等の設備及び運営の基準） 

第３条 法第３４条の１６第１項の条例で定め

る基準は、次項から第６項までに規定するもの

のほか、家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準（平成２６年厚生労働省令第６１号。

以下この条において「省令」という。）に定め

る基準(省令第７条に規定する基準を除く。以

下この条において「設備運営基準」という。）

（設備運営基準の特例として定められている

基準がある場合には、その基準を含む。）のと

おりとする。 

２ 家庭的保育事業（法第６条の３第９項に規定

する家庭的保育事業をいう。）、小規模保育事

業（同条第１０項に規定する小規模保育事業を

いう。以下同じ。）又は事業所内保育事業（同

条第１２項に規定する事業所内保育事業をい

う。以下同じ。）（以下「特定家庭的保育事業

等」という。）を行う者は、その連携施設（省

令第６条に規定する連携施設をいう。以下同

（昭和２２年法律第２４５号）第２条第１項に

規定する栄養士の免許を有する者又は調理師

法（昭和３３年法律第１４７号）第３条第１項

に規定する調理師の免許を有する者でなけれ

ばならない。 

１２ 児童福祉施設の設置者  は、日常的に関

係行政機関、医療機関等と相互に連携を図りな

がら、適切にその業務を行うことにより、入所

者等が安心して当該児童福祉施設             

  を利用することができる体制の確保に努めな

ければならない。 
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じ。）から、当該連携施設に入所し、又は在籍

している乳児又は幼児で当該特定家庭的保育

事業等を利用していたものに関する保育状況

等の照会があったときは、当該照会に応じなけ

ればならない。 

３ 省令第２３条第１項の規定により家庭的保

育事業所(省令第２２条に規定する家庭的保育

事業を行う場所をいう。以下同じ。)に置くこ

ととされている家庭的保育者（法第６条の３第

９項第１号に規定する家庭的保育者をいう。）

のうち少なくとも１人は、保育士でなければな

らない。 

４ 前項の規定は、小規模保育事業Ｃ型(省令第

２７条に規定する小規模保育事業Ｃ型をい

う。)を行う事業所について準用する。この場

合において、同項中「第２３条第１項」とある

のは、「第３４条第１項」と読み替えるものと

する。 

５ 省令の規定で規則で定めるものにより家庭

的保育事業所及び小規模保育事業又は事業所

内保育事業を行う事業所に置くこととされて

いる調理員のうち少なくとも１人は、栄養士法

（昭和２２年法律第２４５号）第２条第１項に

規定する栄養士の免許(以下「栄養士免許」と

いう。)を有する者又は調理師法（昭和３３年

法律第１４７号）第３条第１項に規定する調理

師の免許(以下「調理師免許」という。)を有す

る者とするよう努めなければならない。 

６ 前条第２項及び第６項から第１１項までの

規定は家庭的保育事業等を行う者について、同

条第３項の規定は家庭的保育事業等を行う事

業所について準用する。この場合において、必

要な技術的読替えは、規則で定める。 

 

（児童福祉施設の設備及び運営の基準） 

第４条 法第４５条第１項の条例で定める基準

は、次項及び第３項に規定するもののほか、児

童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和
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２３年厚生省令第６３号。以下この条において

「省令」という。）に定める基準（助産施設に

ついては省令第５条第４項及び第５項、第６

条、第７条、第７条の２第２項、第１０条並び

に第１４条の３第１項に規定する基準を、母子

生活支援施設及び保育所（以下「保育所等」と

いう。）については省令第５条第３項及び第６

条に規定する基準を除く。以下「設備運営基準」

という。）（設備運営基準の特例として定めら

れている基準がある場合には、その基準を含

む。）のとおりとする。この場合において、省

令第３２条第５号中「調理室」とあるのは、「医

務室、調理室」とする。 

２ 省令第３３条第１項の規定により保育所に

置くこととされている調理員（以下「調理員」

という。）のうち少なくとも１人は、栄養士免

許を有する者又は調理師免許を有する者でな

ければならない。 

３ 第２条第２項、第６項、第１０項及び第１１

項の規定は児童福祉施設の設置者について、同

条第３項の規定は児童福祉施設について、同条

第４項及び第５項の規定は母子生活支援施設

の設置者について、同条第７項から第９項まで

の規定は保育所等の設置者について準用する。

この場合において、必要な技術的読替えは、規

則で定める。 

 

付 則 

１ 略 

(放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準

の特例) 

２ 尼崎市児童福祉法に基づく児童福祉施設の

設備及び運営の基準を定める条例の一部を改

正する条例（平成２６年尼崎市条例第   

号。以下「平成２６年改正条例」という。）の

施行の際現に存し、若しくは工事等のため供用

が休止されている放課後児童健全育成事業所

又は現に新築の工事中の建物で放課後児童健

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付 則 

１ 略 
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全育成事業の用に供されるものについては、当

分の間、第２条第１項の規定にかかわらず、省

令第９条第２項及び第１０条第４項に規定す

る基準（当該基準の特例として定められている

基準がある場合には、その基準を含む。）は、

適用しない。 

３ 前項の規定は、平成２６年改正条例の施行の

日以後に新たに増築又は改築の工事に着手す

る場合については、適用しない。 

 

（保育所の設備及び運営の基準の特例） 

４ この条例の施行の際現に存し、若しくは工事 

等のため供用が休止されている保育所（満２歳 

に満たない者を入所させないものに限る。以下 

この項において同じ。）又は現に新築の工事中 

の建物で保育所の用に供されるものについて  

は、当分の間、第４条第１項の規定にかかわら 

ず、医務室を設けないことができる。 

５ 前項の規定は、この条例の施行の日以後に新 

たに増築又は改築の工事に着手する場合につ

い ては、適用しない。 

６ この条例の施行の際現に調理員が置かれて

いる保育所については、平成３０年３月３１日

までの間、第４条第２項の規定は、適用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に存し、若しくは工事 

等のため供用が休止されている保育所（満２歳 

に満たない者を入所させないものに限る。以下 

この項において同じ。）又は現に新築の工事中 

の建物で保育所の用に供されるものについて  

は、当分の間、第２条第１項の規定にかかわら 

ず、医務室を設けないことができる。 

３ 前項の規定は、この条例の施行の日以後に新 

たに増築又は改築の工事に着手する場合につ

い ては、適用しない。 

４ この条例の施行の際現に調理員が置かれて

いる保育所については、平成３０年３月３１日

までの間、第２条第１１項の規定は、適用しな

い。 
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（議案説明資料） 

 

＜平成２６年６月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第８５号 所 管 
子ども・子育て支援制度準

備担当 

件 名 

尼崎市就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法

律に基づく幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営の基準

を定める条例について 

内       容 

１ 制定理由等 

  就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を

改正する法律（平成２４年法律第６６号）が制定された。これに伴い、幼保連携型認

定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営の基準については、中核市が条例で定

めることとされたため、新たに条例を制定する。 

また、内閣府・文部科学省・厚生労働省令（以下「省令」という。）は「従うべき

基準」、「参酌すべき基準」に区分され、それらをもとに基準を条例で定めることとさ

れたことから、この省令の基準を基本としつつ、尼崎市子ども・子育て審議会からの

「子ども・子育て支援新制度に係る尼崎市の各種施設等の認可基準及び給付の対象施

設等としての確認基準のあり方について（最終答申）」を踏まえ、本市の実情等を鑑

み、条例を制定する。 

  従うべき基準・・・学級の編制、配置するべき園長・保育教諭・その他の職員、

その員数、保育室の床面積等、運営に関する事項等 

  参酌すべき基準・・・ 以外の設備及び運営に関すること。 

 

２ 主な制定内容(本市の独自基準) 

① 設置者及び園長は暴力団員等でないこと。 

② 運営が暴力団等の支配を受けないこと。 

③ 自己評価と改善の義務付け。 

④ 外部評価とその結果を公表し、改善に努めること。 

⑤ 非常災害が発生した場合の対応と措置を講じること。 

⑥ 傷病者に対する応急手当等に関する講習の修了者の常時配置に努めること。 

⑦ 研修計画の策定や研修結果の記録の整備等、計画的な人材育成に努めること。 

⑧ 事故発生の防止及び発生時の対応の義務付け等。 

⑨ 調理員のうち少なくとも１人は、栄養士又は調理師の配置を義務付け。 

⑩ 関係機関との連携。 

 

３ 施行期日 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を

改正する法律の施行日  
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（議案説明資料） 

＜平成２６年６月定例会＞ 

 

種 別 条例 番 号 議案第８６号 所 管 市街地整備課 

件 名 
阪神間都市計画事業築地震災復興土地区画整理事業施行規程を廃止する条例

について 

内       容 

１ 廃止理由 

阪神間都市計画事業築地震災復興土地区画整理事業については、平成１９年１１月

３０日付けで換地処分の公告を行い、その後、清算事務が終了し、平成２６年３月３

１日に土地区画整理事業が完了したことから本施行規程を廃止する。 

 

２ 施行期日 

公布の日 

 

３ 事業概要 

  施行地区     裏面区域図のとおり 

  施行面積     約１３．７ｈａ 

  施行期間          平成 ７年１２月２７日～平成２６年３月３１日 

  権 利 者     ３５４名（整理後） 

  総事業費     約１８３億円（国庫補助金６０．７億円、公共施設管理者負 

担金１．９億円、一般財源等１２０．４億円） 

  公共施設の整備概要    

区 分 名 称 幅 員（ｍ） 延 長（ｍ） 面 積（㎡） 

幹線道路 築地南城内線 16.0 487.1 7,702 

〃 築地青山線 12.0 646.4 7,976 

区画道路 19路線 4～12 3,552.7 26,234 

公  園 ４箇所    9,006 

合  計    50,918 

 

４ 事業経緯 

都市計画の決定   平成 ７年 ８月 ８日   

事業計画の決定   平成 ７年１２月２７日 

換地計画の認可   平成１９年 ５月 ８日 

換地処分の公告   平成１９年１１月３０日 
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（議案説明資料） 

＜平成２６年６月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第８７号 所 管 建築指導課 

件 名 
尼崎市ＪＲ塚口駅東地区地区計画の区域内における建築物等の制限に関する

条例について 

内       容 

１ 制定理由 

本地区計画については、大規模工場跡地の土地利用にあたって、地区北側等の大規

模工場の操業環境に配慮しつつ、道路、公園等の公共施設の整備及び良質な都市型住

宅や生活利便施設などの新たな機能の導入により、駅前にふさわしい環境に配慮した

良好な都市環境の形成を図ることを目的として、本市都市計画審議会による審議等、

所定の手続きを経て都市計画決定されたところである。 

この地区計画で定められた事項のうち、特に重要な事項について、建築基準法に基

づく建築確認の審査や、違反に対する罰則及び是正指導等の対象とすることで、地区

計画の実現を担保するため、建築基準法第６８条の２第１項の規定に基づく条例を制

定するもの。 

 

２ 主な制定内容 

  適用区域及び地区の区分  裏面別図のとおり 

  建築物等の用途の制限   

ア 北地区内においては、次に掲げる建築物等は建築してはならない。 

 (ｱ) 畜舎（床面積が１５㎡を超えるもの）、マージャン屋、カラオケボックス等 

 (ｲ)  店舗面積が1,０００㎡を超える物品販売業を営む店舗 

 (ｳ)  作業場の床面積が５０㎡を超える原動機使用工場等 

イ 南地区内においては、次に掲げる建築物等は建築してはならない。 

 (ｱ) 畜舎（床面積が１５㎡を超えるもの）、マージャン屋等  

 (ｲ) 店舗面積が３,０００㎡を超える物品販売業を営む店舗 

(ｳ)  作業場の床面積が１５０㎡を超える原動機使用工場等 

  建築物の高さ等の最高限度 

 地区計画で定められた特定の区域内：建築物の高さ１０ｍ、軒の高さ７ｍ 

  建築物の敷地面積の最低限度 

 ５００㎡（ただし、戸建住宅等は１戸当たり１００㎡） 

  壁面の位置の制限 

ア 道路境界線までの距離：地区計画で定められた位置・高さに応じて１～１２ｍ 

イ 敷地境界線までの距離：高さに応じて０．５～６ｍ 

 

３ 施行期日 

平成２６年８月１日 
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特定区域 

北地区 
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（議案説明資料） 

＜平成２６年６月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第８８号 所 管 放置自転車対策担当 

件 名 
尼崎市立自転車等駐車場の設置及び管理に関する条例及び尼崎市指定管理者

選定委員会条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

指定管理者による自転車等駐車場の管理について、現在はＪＲ尼崎駅に限定してい

るが、阪急武庫之荘駅、ＪＲ立花駅、ＪＲ尼崎駅、阪神出屋敷駅の尼崎市立自転車等

駐車場において指定管理者の管理を行うため、所要の整備を行う。 

また、ＪＲ西日本による原動機付自転車駐車場の新規設置に伴い、仮設で設置して

いた尼崎市立ＪＲ尼崎駅北原動機付自転車駐車場を廃止する。 

 

２ 主な改正内容 

   すべての尼崎市立自転車等駐車場について、指定管理者制度を導入するため、所

要の改正を行う。 

   ＪＲ西日本による原動機付自転車駐車場の新規設置に伴い、仮設で設置していた

尼崎市立ＪＲ尼崎駅北原動機付自転車駐車場を別表から削除し、廃止する。 

   駐車料金の上限額を定め、利用率が低いなど市が限定する自転車駐車場において

指定管理者の提案する料金への弾力的な対応を可能とする。 

 

３ 施行期日 

平成２７年４月１日 

ただし、尼崎市指定管理者選定委員会条例は公布の日とする。 

 

４ スケジュール予定 

平成２６年６月        設置管理条例改正 

平成２６年６月下旬～１０月  選定委員会による選考 

平成２６年１２月       指定管理者の議決 

平成２７年４月～       指定管理者による一体的な業務委託 
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尼崎市立自転車等駐車場の設置及び管理に関する条例（第１条関係） 

改正後 現 行 

（駐車場の供用日等） 

第５条 駐車場の供用日及び利用時間は、規則で

定める。ただし、市長が特別の理由があると認

めるときは、供用日若しくは利用時間を変更

し、又は臨時に駐車場の全部若しくは一部の供

用を停止することができる。 

 

（駐車許可） 

第６条 駐車場を利用しようとする者は、自転車

等１台ごとに、市長の許可を受けなければなら

ない。 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認

めるときは、前項の許可（以下「駐車許可」と

いう。）をしないものとする。 

(1)～(3) 略  

(4) 駐車場の施設又は設備その他の物件（以

下「付属設備」という。）を汚損し、毀損し、

又は滅失させるおそれがあるとき。 

(5) その他駐車場の管理上支障があるとき。 

 

３ 略 

 

（禁止行為） 

第１３条 許可利用者は、駐車場内において次の

各号に掲げる行為をしてはならない。 

(1) 略 

(2) 駐車場の施設若しくは付属設備又は他の

自転車等を汚損し、又は毀損すること。 

(3)～(7) 略 

 

（駐車場の管理） 

第１９条 駐車場（尼崎市立 JR尼崎駅南自転車

駐車場、尼崎市立 JR尼崎駅北自転車駐車場及

び尼崎市立 JR尼崎駅北原動機付自転車駐車場

に限る。第２３条第１号及び第３号並びに第２

４条において同じ。）の管理は、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項

の規定により、法人等であって市長が指定する

もの（以下「指定管理者」という。）に行わせ

ることができる。 

（駐車場の供用日等） 

第５条 駐車場の供用日及び利用時間は、規則で

定める。ただし、市長が特別の理由があると認

めるときは、供用日及び利用時間を変更し、又

は臨時に駐車場の全部若しくは一部の供用を

停止することができる。 

 

（駐車許可） 

第６条 駐車場を利用しようとする者は、自転車

等１台ごとに、市長の許可を受けなければなら

ない。 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認

めるときは、前項の許可（以下「駐車許可」と

いう。）をしないものとする。 

(1)～(3) 略 

(4) 駐車場の施設又は設備を汚損し、又は毀

損するおそれがあるとき。 

 

(5) その他駐車場の管理に支障を及ぼすおそ

れがあるとき。 

３ 略 

 

（禁止行為） 

第１３条 許可利用者は、駐車場内において次の

各号に掲げる行為をしてはならない。 

(1) 略 

(2) 駐車場の施設若しくは設備又は他の自転

車等を汚損し、又は毀損すること。 

(3)～(7) 略 

 

（駐車場の管理） 

第１９条 駐車場（尼崎市立 JR尼崎駅南自転車

駐車場、尼崎市立 JR尼崎駅北自転車駐車場及

び尼崎市立 JR尼崎駅北原動機付自転車駐車場

に限る。第２１条、第２３条第１号及び第３号

並びに第２４条において同じ。）の管理は、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第３項の規定により、法人等であって市

長が指定するもの（以下「指定管理者」という。）

に行わせることができる。 
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尼崎市立自転車等駐車場の設置及び管理に関する条例（第２条関係） 

改正後 現 行 

（駐車券等） 

第８条 市長は、駐車許可をしたときは、当該

駐車許可を申請した者に利用許可書及び駐

車券（一時利用に係る駐車許可にあっては、

駐車券に限る。）を交付するものとする。た

だし、規則で定める駐車場について一時利用

に係る駐車許可をしたときは、この限りでな

い。 

２ 略 

 

（料金） 

第１０条 許可利用者（定期許可利用者にあっ

ては、更新許可を受けた者を含む。以下同

じ。）は、次に掲げる駐車場の利用の区分に

応じ、当該号に定める金額の範囲内で規則で

定める額の駐車料金（以下「料金」という。）

を前納しなければならない。ただし、規則で

定める場合においては、後納しなければなら

ない。 

(1) 一時利用 別表第２の左欄に掲げる自

転車等の区分に応じ、それぞれ同表の右欄

に掲げる金額 

(2) 定期利用 別表第３の左欄に掲げる自

転車等の区分に応じ、それぞれ同表の右欄

に掲げる金額 

２ 市長は、規則で定める特別の理由があると

認めるときは、定期利用にかかる料金（以下

「定期利用料」という。）を減免することが

できる。 

３ 略 

 

（不法駐車等に対する措置） 

第１５条 市長は、次の各号のいずれかに該当

する自転車等を市長が指定する場所に移動

させ、これを保管することができる。 

(1)・(2) 略 

(3) その他市長が駐車場の管理上移動させ

る必要があると認める自転車等 

 

（駐車場の管理） 

第１９条 駐車場の管理は、地方自治法（昭和

（駐車券等） 

第８条 市長は、駐車許可をしたときは、利用許可

書及び駐車券（一時利用に係る駐車許可にあって

は、駐車券に限る。）を駐車許可を受けようとす

る者に交付するものとする。 

 

 

 

２ 略 

 

（料金） 

第１０条 許可利用者（定期許可利用者にあって

は、更新許可を受けた者を含む。以下同じ。）は、

次に掲げる駐車場の利用の区分に応じ、当該号に

定める駐車料金（以下「料金」という。）を前納

しなければならない。ただし、規則で定める場合

においては、後納しなければならない。 

 

 

(1) 一時利用 別表第２に定める料金 

 

 

(2) 定期利用 別表第３に定める料金（以下「定

期利用料」という。） 

 

２ 市長は、規則で定める特別の理由があると認め

るときは、定期利用料を減免することができる。 

 

 

３ 略 

 

（不法駐車等に対する措置） 

第１５条 市長は、次のいずれかに該当する自転車

等を市長が指定する場所に移動させ、これを保管

することができる。 

(1)・(2) 略 

 

 

 

（駐車場の管理） 

第１９条 駐車場（尼崎市立JR尼崎駅南自転車駐車
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２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項

の規定により、法人等であって市長が指定す

るもの（以下「指定管理者」という。）に行

わせることができる。 

 

 

 

 

 

別表第１ 

名称 位置 自転車等

の種別 

略   

尼崎市立JR尼崎駅北

自転車駐車場 

尼崎市潮江1丁

目 

自転車 

尼崎市立出屋敷駅北

自転車駐車場 

尼崎市竹谷町2

丁目 

自転車 

 

 

 

別表第２ 

区   分 料     金 

自  転  車 1日1回につき    150円 

原動機付自転車 1日1回につき    300円 

摘要 規則で定める場合における料金の算定

方法は、規則で定める。 

備考 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

場、尼崎市立JR尼崎駅北自転車駐車場及び尼崎市

立JR尼崎駅北原動機付自転車駐車場に限る。第２

３条第１号及び第３号並びに第２４条において

同じ。）の管理は、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、

法人等であって市長が指定するもの（以下「指定

管理者」という。）に行わせることができる。 

 

 

別表第１ 

名称 位置 自転車等の

種別 

略   

尼崎市立JR尼崎駅北自

転車駐車場 

尼崎市潮江1

丁目 

自転車 

尼崎市立JR尼崎駅北原

動機付自転車駐車場 

尼崎市潮江1

丁目 

原動機付自

転車 

尼崎市立出屋敷駅北自

転車駐車場 

尼崎市竹谷町

2丁目 

自転車 

 

別表第２ 

区分 料金 

自転

車 

尼崎市立立花駅第1自転車駐車場 

尼崎市立立花駅第2自転車駐車場 

尼崎市立立花駅第3自転車駐車場 

尼崎市立立花駅南地下自転車駐車場 

尼崎市立武庫之荘駅第1自転車駐車場 

尼崎市立JR尼崎駅南自転車駐車場 

尼崎市立JR尼崎駅北自転車駐車場 

尼崎市立出屋敷駅北自転車駐車場 

1日1回

につき 

150円 

原動

機付

自転

車 

尼崎市立立花駅第2自転車駐車場 

尼崎市立立花駅第3自転車駐車場 

尼崎市立JR尼崎駅北原動機付自転車駐

車場 

1日1回

につき 

300円 

摘要 

1 第4条第2項の規定により自転車等を駐車場に

駐車させるときは、自転車にあっては自転車の

項に掲げる駐車場に、原動機付自転車にあって

は原動機付自転車の項に掲げる駐車場に駐車

させるものとみなす。 

2 規則で定める場合における料金の算定方法

は、規則で定める。 

備考 略 
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別表第３ 

料     金 
区   分 

1月 3月 

自  転  車 2,100円 5,900円

原動機付自転車 2,900円 8,200円

備考 略 

別表第３ 

料金 区分 

1月 3月 

尼崎市立立花駅第1自転車駐車場 

尼崎市立立花駅第2自転車駐車場 

尼崎市立立花駅第3自転車駐車場 

尼崎市立立花駅南地下自転車駐

車場 

尼崎市立武庫之荘駅第1自転車駐

車場 

尼崎市立JR尼崎駅南自転車駐車

場 

尼崎市立JR尼崎駅北自転車駐車

場 

尼崎市立出屋敷駅北自転車駐車

場 

2,100

円 

5,900

円

尼崎市立立花駅第4自転車駐車場 1,700

円 

4,800

円

自転

車 

尼崎市立立花駅第5自転車駐車場 

尼崎市立立花駅第6自転車駐車場 

尼崎市立立花駅第7自転車駐車場 

1,500

円 

4,200

円

原動

機付

自転

車 

尼崎市立立花駅第5自転車駐車場 

尼崎市立立花駅第6自転車駐車場 

尼崎市立立花駅第7自転車駐車場 

尼崎市立JR尼崎駅北原動機付自

転車駐車場 

2,500

円 

7,100

円

摘要 この表の規定にかかわらず、次表の左欄に掲

げる駐車場の区画の料金については、当該区画の

区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額とす

る。 

   

料金 区分 

1月 3月 

自転車 尼崎市立立花駅第5自

転車駐車場5Cゾーン 

尼崎市立立花駅第6自

転車駐車場6Cゾーン 

1,300

円

3,700

円

 

原動機付

自転車 

尼崎市立立花駅第5自

転車駐車場5Dゾーン 

2,900

円

8,200

円

 

 

備考 略 
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尼崎市指定管理者選定委員会条例（第３条関係） 

改正後 現 行 

別表第１ 

1～21 略 

22 尼崎市立立花駅第１自転車駐車場、尼崎市

立立花駅第２自転車駐車場、尼崎市立立花駅

第３自転車駐車場、尼崎市立立花駅第４自転

車駐車場、尼崎市立立花駅第５自転車駐車

場、尼崎市立立花駅第６自転車駐車場、尼崎

市立立花駅第７自転車駐車場、尼崎市立立花

駅南地下自転車駐車場及び尼崎市立武庫之

荘駅第１自転車駐車場（以下「立花駅等自転

車駐車場」という。） 

23 尼崎市立JR尼崎駅南自転車駐車場及び尼

崎市立JR尼崎駅北自転車駐車場（以下「JR

尼崎駅自転車駐車場」という。） 

24 尼崎市立出屋敷駅北自転車駐車場（以下

「出屋敷駅自転車駐車場」という。） 

25 橘公園、小田南公園、西向島公園及び猪名

川公園並びに尼崎市立魚つり公園（軟式野球

場及び多目的運動広場に限る。）（以下「橘

公園等」という。） 

26 尼崎市立魚つり公園（魚釣施設及び駐車場

に限る。以下「魚釣施設等」という。） 

27 尼崎市立北図書館 

28 尼崎市立美方高原自然の家 

備考 第８項から第１０項まで、第１８項、

第１９項、第２２項、第２３項、第２５項

及び第２６項に掲げる施設は、これらの項

ごとに一の指定管理者対象施設とみなす。 

 

別表第２ 

1～11 略 

12 立花駅等自転車駐車場、JR尼崎駅自転車駐

車場及び出屋敷駅自転車駐車場 

13～16 略 

備考 略 

別表第１ 

1～21 略 

22 尼崎市立JR尼崎駅南自転車駐車場、尼崎市

立JR尼崎駅北自転車駐車場及び尼崎市立JR尼

崎駅北原動機付自転車駐車場（以下「自転車

等駐車場」という。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

23 橘公園、小田南公園、西向島公園及び猪名

川公園並びに尼崎市立魚つり公園（軟式野球

場及び多目的運動広場に限る。）（以下「橘

公園等」という。） 

24 尼崎市立魚つり公園（魚釣施設及び駐車場

に限る。以下「魚釣施設等」という。） 

25 尼崎市立北図書館 

26 尼崎市立美方高原自然の家 

備考 第８項から第１０項まで、第１８項、

第１９項及び第２２項から第２４項までに

掲げる施設は、これらの項ごとに一の指定

管理者対象施設とみなす。 

 

別表第２ 

1～11 略 

12 自転車等駐車場 

 

13～16 略 

備考 略 
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（議案説明資料） 

＜平成２６年６月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第８９号 所 管 
施設課、学校耐震化担当、
学校耐震化設備担当 

件 名 工事請負契約について（園和小学校校舎等改築工事） 

内       容 

１ 契約の相手方 

神戸市兵庫区小河通２丁目２番５号 

ＮＩＰＰＯ・吉川組共同企業体 

代表者 株式会社ＮＩＰＰＯ兵庫統括事業所 所長 大場 信秀 

 

２ 契約金額 

  ２，３３２，８００，０００円（※ 金額は消費税等相当額８％を含む。） 

 

３ 契約の方法 

 一般競争入札（制限付） 

 

４ 開札年月日 

 平成２６年５月１４日 

 

５ 工事内容 

校舎及び体育館改築工事 

鉄筋コンクリート造り（一部鉄骨造り） ４階建て １棟 

敷地面積 １７，３２１．９９平方メートル 

  建築面積  ４，１５６．１１平方メートル 

  延べ面積 １１，８５３．９０平方メートル 

（主な諸室）普通教室、特別教室（図書室、生活教室、コンピュータ教室、視聴

覚教室、理科教室、家庭教室、図画工作教室、音楽教室等）、多目的スペース、

管理諸室、給食室 

既存校舎等解体工事（校舎、体育館等） 

  屋外付帯工事（グラウンド整備、外構等） 

  旧給食室棟改修工事 

 

６ 工期 

  契約締結の日から６９０日間 
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（※　金額は消費税等相当額８％を含まない。）

開　札　結　果　表

飛島・香山共同企業体

ＮＩＰＰＯ・吉川組共同企業体

柄谷・カラタニエンジニアリング共
同企業体

2,280,000,000

※予定価格超過

2,160,000,000

2,540,000,000※予定価格超過

2,160,000,000円

2,292,000,000※予定価格超過

※予定価格超過青木あすなろ・山本共同企業体

予　定　価　格 2,190,190,000円

平成２６年５月１４日

園和小学校校舎等改築工事

ＮＩＰＰＯ・吉川組
共同企業体

落　札　金　額

1,861,661,000円最低制限価格

村本・菊田共同企業体

開札年月日

落　札　者　名

件　　　　　名

入　　　札　　　者　　　名 第1回目入札金額（円）

2,470,000,000
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（議案説明資料） 

＜平成２６年６月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第９０号 所 管 
施設課、学校耐震化担当、
学校耐震化設備担当 

件 名 工事請負契約について（園和小学校校舎等改築工事のうち電気設備工事） 

内       容 

１ 契約の相手方 

  尼崎市瓦宮１丁目９番１５号 

栄興電機工業株式会社 代表取締役 小坂 圭一 

 

２ 契約金額 

  ２７４，１０４，０００円（※ 金額は消費税等相当額８％を含む。） 

 

３ 契約の方法 

 一般競争入札（制限付） 

 

４ 開札年月日 

 平成２６年５月１９日 

 

５ 工事内容 

電気設備工事 

 受変電設備工事             一式 

 幹線設備工事              一式 

 動力・電灯設備工事           一式 

 弱電設備工事              一式 

 旧給食室棟改修工事に係る電気設備工事  一式 

 屋外電気設備工事            一式 

   

６ 工期 

  契約締結の日から６９０日間 
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開　札　結　果　表

共栄電器工業㈱

279,000,000

栄興電機工業㈱

山口電気工事㈱

※最低制限価格抵触

249,662,000円最低制限価格

253,800,000円

平成２６年５月１９日

園和小学校校舎等改築工事のうち電気設備工事

栄興電機工業㈱ 落　札　金　額

239,800,000

平尾電工㈱

予　定　価　格 293,720,000円

282,000,000

253,800,000

開札年月日

落　札　者　名

件　　　　　名

入　　　札　　　者　　　名 第1回目入札金額（円）

（※　金額は消費税等相当額８％を含まない。）
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（議案説明資料） 

＜平成２６年６月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第９１号 所 管 
施設課、学校耐震化担当、
学校耐震化設備担当 

件 名 工事請負契約について（園和小学校校舎等改築工事のうち機械設備工事） 

内       容 

１ 契約の相手方 

  尼崎市南初島町１０番地の１４９ 

株式会社阪神設備工業所 代表取締役 岡本 太一 

 

２ 契約金額 

  ２８７，４９６，０００円（※ 金額は消費税等相当額８％を含む。） 

 

３ 契約の方法 

 一般競争入札（制限付） 

 

４ 開札年月日 

 平成２６年５月１９日 

 

５ 工事内容 

機械設備工事 

 空調設備工事    一式 

 換気設備工事    一式 

 衛生器具設備工事  一式 

 給水設備工事    一式 

 排水設備工事    一式 

 給湯設備工事    一式 

 消火設備工事    一式 

   

６ 工期 

  契約締結の日から６９０日間 
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開　札　結　果　表

㈱田中水道工業所

273,000,000

㈱阪神設備工業所

三協設備㈱

※予定価格超過

254,464,000円最低制限価格

266,200,000円

平成２６年５月１９日

園和小学校校舎等改築工事のうち機械設備工事

㈱阪神設備工業所 落　札　金　額

305,880,000

㈱竹内工業所

予　定　価　格 299,370,000円

293,000,000

266,200,000

開札年月日

落　札　者　名

件　　　　　名

入　　　札　　　者　　　名 第1回目入札金額（円）

（※　金額は消費税等相当額８％を含まない。）

中條建設工業㈱ 318,000,000※予定価格超過
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（議案説明資料） 

＜平成２６年６月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第９２号 所 管 
施設課、学校耐震化担当、
学校耐震化設備担当 

件 名 工事請負契約の変更について（水堂小学校南棟改築等工事） 

内       容 

１ 変更理由 

  既存南棟の外壁塗装材、空調用配管等の保温材及び配管接続部のシール材について

アスベスト含有調査を実施した結果、アスベストの含有が判明し、法令に基づき適正

に除去、処分を行う必要が生じたこと等に伴い、契約金額を増額する必要が生じたた

め。 

 

２ 契約の相手方 

神戸市中央区磯上通４丁目１番６号 

  東洋・光邦特定建設工事共同企業体 

  代表者 東洋建設株式会社神戸営業所 所長 浅野 恒平 

 

３ 契約金額 

変更前 １，２４１，１００，０００円（※ 金額は消費税等相当額５％を含む。） 

変更後 １，３１６，９６５，６８０円（※ 金額は消費税等相当額５及び８％を含む。） 

増 額    ７５，８６５，６８０円（※ 金額は消費税等相当額８％を含む。） 

 

４ 変更内容 

  石綿含有建材の法令に基づく除去の追加 

   内装仕上げの変更 

 

５ 契約工期 

  平成２４年１０月９日から平成２７年３月２０日まで（変更なし） 
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